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「大分県行財政改革プラン」の策定に当たって

本県ではこれまで、生活者に優しく暮らしやすい地域社会、優れた自然・産業・文化を

もった地域社会の構築に向けて、各種施策に積極的に取り組んできました。その結果、交

通体系の充実や特色ある地域づくりなど、各方面にわたる社会基盤整備が相当程度進んで

きたものと考えています。

しかしながら、こうした取組の一方で、これらの事業の主要な財源として活用した県債

の残高が年々増大し、これに伴う公債費の増嵩が財政運営の多大な負担となってきており

ます。さらに、県税収入が大幅に減少し、また、主要な一般財源である地方交付税が減少

するなど、本県財政を取り巻く環境は、近年急速に厳しさを増しております。

加えて、国の三位一体の改革の方向性が示され、地方交付税、臨時財政対策債が大幅に削減

されることとなり、本県財政をさらに危機的な状況に陥れることになりました。

このような状況の変化を踏まえた上で、昨年７月に作成した「中期的な財政収支の試算」の

見直しを行ったところ、もし仮に行財政改革を行わなければ、平成１７年度に約２２６億円の

赤字が生じ、財政再建団体となり、平成２０年度には累計で約１，４５５億円の赤字が生じる

という極めて厳しい結果となりました。

もとより、平成１６年度当初予算として前年度比マイナス５．２％という約半世紀ぶりの緊

縮予算案を編成するなど、行財政改革を先取りする取組を行っており、ある程度の収支改善策

は講じているところですが、この「中期的な財政収支の試算」の結果は、さらに数段踏み込ん

だ改革を実施しなければならないことを示しております。

このような状況を踏まえ、本県財政の破綻を断固として回避し、新しい大分県政の礎を築く

ために 「大分県行財政改革プラン」を策定いたしました。、

策定に当たっては、県議会、特に行財政改革特別委員会からの意見をはじめ、民間の学識経

験者や外部の専門家等の意見、県職員からの提案、さらには県民意見募集手続き（パブリック

コメント）による県民の皆様からの意見等を踏まえて、総合的な判断を行っております。

そして、関係者、団体等との調整を行った上でできる限り具体的な対策を記述し、各項目ご

との歳出削減目標額や歳入確保目標額を明示しております。

「大分県行財政改革プラン」を実行する過程では、県民の皆様にも、大規模施設の廃止、事

務事業の縮小などにより、少なからず痛みが伴うことも想定されます。

しかしながら、改革の円滑な進展に伴い、最小の費用で最大の効果を生み出す効率的な歳出

構造が確立され、また、スリムで機動的な県庁組織が構築されます。

そして、改革を断行して、県民を中心に据え、安心して心豊かに暮らせる大分県、知恵と努

力が報われる活力ある大分県、人材溢れ発展する大分県を創造する確固とした基盤が築かれる

のです。

行財政改革は、財政の健全性を確保するための手段であり、決して、それ自体が目的ではあ

りません。

将来に夢と希望を持つことのできる県政を実現するという真の目的に向け、県民の皆様のご

理解とご協力を得て、この行財政改革を確実に成し遂げてまいります。

平成１６年３月

大分県緊急行財政改革本部長

広 瀬 勝 貞大分県知事
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Ⅰ 緊急に行財政改革を推進すべき必要性

１ 本県財政の状況〔中期的な財政収支の試算〕

大分県の財政は、長期的な景気の低迷等により県税収入や地方交付税が伸び悩む一方で、

バブル崩壊後の国の経済対策に対応し、遅れていた道路等の社会資本整備を積極的に推進す

るとともに、急速な少子・高齢化の進展など社会・経済情勢の変化に対応する施策を充実し

たことなどにより、大変厳しい状況となってきました。

最近では、県税収入などの歳入の減少に対応して、事務事業の見直しや経費の節減合理化

に努めてきたところですが、経常的経費を含めた歳出構造全般にわたる改善が十分に達成で

きていなかったことから、さらに厳しい財政状況となっています。

こうした状況を踏まえ、昨年７月に「中期的な財政収支の試算」を行ったところ、このま

まの財政運営を続けていけば、平成１９年度に約１７９億円の赤字が生じ、財政再建団体と

なり、平成２０年度には累計で約４６１億円の赤字が生じるという結果になりました。

さらに、平成１６年度における三位一体の改革に伴い地方交付税、臨時財政対策債が大幅

に削減されたところです。このため、これを含めた最近の諸情勢を踏まえ、改めて「中期的

な財政収支の試算」を行ったところ、もし仮に行財政改革を行わなければ、平成１７年度に

は約２２６億円の赤字が生じ、財政再建団体となり、平成１９年度からの地方交付税の大幅

削減見込みもあり、平成２０年度には累計で約１，４５５億円の赤字が生じるという結果と

なり、前回の試算から約１，０００億円も赤字が拡大することとなりました。

２ 行財政改革の必要性

平成１６年度当初予算として前年度比マイナス５．２％という約半世紀ぶりの緊縮予算案

を編成するなど、行財政改革を先取りする取組を行っており、ある程度の収支改善策は講じ

ているところですが、この「中期的な財政収支の試算」の結果は、もし仮に、歳出削減努力

や歳入確保対策を行わなければ、本県財政が破綻し、財政再建団体に転落することを示すも

のです。

財政再建団体への転落は、県政運営全般が国の管理下に置かれ、県民サービスの極端な低

下はもとより、県独自の施策が制限されるなど、実質的に地方自治を放棄することになるこ

とから、如何なる方策を講じてでも断固として回避しなければなりません。

このため、今後見込まれる巨額の財源不足の解消はもちろんのこと、将来にわたって持続

可能な財政運営の確立を目指して、あらゆる経費を聖域を設けることなく、ゼロベースから

見直す徹底的な行財政改革に直ちに取り組む必要があります。
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財政再建団体

○ 標準財政規模（≒県税収入＋地方交付税収入）の５％以上の赤字（本県の場合、平成

１５年度で約１４６億円）が生じると、財政再建団体に該当します。

○ 財政再建団体になると、総務大臣が同意した財政再建計画に従って予算を編成し、財

政再建に取り組むなど、行財政運営について実質的に国の管理下におかれ、県の自主性

は大幅に制限されます。

○ 財政再建団体になると、県が独自にまたは国の基準を超えて実施している行政サービ

スの打ち切りや、使用料・手数料の大幅な引き上げ、さらには徹底した組織・人員の合

理化などの厳しい取組が求められ、県民生活等に多大な影響を与えることになります。

（本県が財政再建団体に転落した場合の影響の例）

・県単独事業の廃止・縮小

→大分にこにこ保育支援事業による保育料減免の廃止、

乳幼児・重度心身障害者・母子家庭医療費助成事業の廃止、

県単独道路事業等の大幅縮減による基盤整備の遅滞、

県が単独で配置している教職員の大幅削減による教育水準の低下

・住民の負担増加

→各種文化体育施設・県営住宅家賃等の使用料・手数料の大幅な引き上げ

・県庁の組織・人員の合理化

→住民に身近な組織の統廃合、職員定数の大幅削減に伴う県民サービスの低下

３ 改革の先にある夢と希望の大分県

行財政改革は、財政の健全性を確保するための手段であり、決して、それ自体が目的では

ありません。

改革を実行する過程では、県民の皆様にも、大規模施設の廃止、事務事業の縮小などによ

り、少なからず痛みが伴うことも想定されますが、すべてを一律に切り捨てるのではなく、

施策の選択と集中を図り、重点的な施策に対しては機動的、集中的に財源と人材を投入する

ことにより、県民の皆様への影響をできる限り軽減させます。

改革を断行することにより、最小の費用で最大の効果を生み出す効率的な歳出構造が確立

され、また、スリムで機動的な県庁組織が構築され、県民を中心に据え、安心して心豊かに

暮らせる大分県、知恵と努力が報われる活力ある大分県、そして人材溢れ発展する大分県を

創造する確固とした基盤が築かれるのです。

、 、 、 、さらに 平成１６年度から 新たな長期総合計画の策定に着手し 行財政改革の先にある

夢と希望を持つことのできる「安心 「活力 「発展」の大分県の輝かしい将来像をデザイ」 」

ンします。

将来に夢と希望を持つことのできる県政を実現するという真の目的に向け、県民の皆様の

ご理解とご協力を得て、この行財政改革を確実に成し遂げる必要があります。
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〔中期的な財政収支の試算〕

（作成に当たっての考え方）

この試算は、平成１５年７月に作成した中期的な財政収支の試算（以下「前回の試算」とい１

。） 、 、 、う を基準に 平成１５年度３月補正予算 平成１６年度の三位一体の改革に伴う地方交付税

臨時財政対策債の減少、平成１６年度当初予算等、前回の試算作成後に新たに発生した状況の

変化を勘案し、現行制度が継続することを前提に、平成１６年度から２０年度までの５か年を

対象期間として、一定の仮定の下に機械的に試算したものであり、将来の予算編成を拘束する

ものではない。

また、地方公共団体の財政の大部分は国の制度に左右されるものであり、今後の地方財政に

対する国の方針、各年度の予算編成時の税制改正、地方財政対策等により変動する。

２ 歳 入

・ 県税は、内閣府の試算した地方税の伸び率を乗じて積算

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

３．７％ ３．５％ ３．１％ ３．６％

・ 地方交付税は、内閣府の試算した地方交付税等の伸び率を乗じて積算

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

△１．７％ △１．７％ △７．５％ △３．１％

・ 県債は、予定されている事業の見通しを踏まえ、対象事業、充当率等について現行制度が継

続されるものとして積算

なお、臨時財政対策債は、地方交付税等の伸び率を乗じて積算

・ その他の項目については、予定されている事業の見通しや各歳出項目ごとの財源充当の状況

等を勘案して積算

３ 歳 出

・ 義務的経費については、人件費は児童・生徒の減少に伴う教職員の減少、退職手当の所要

額等を勘案し、公債費は過去の借入れ分の償還額に今後発行見込みの県債の償還額を加算

して積算

・ 投資的経費については、災害復旧事業費及び周産期センター等を除き、補助分・単独分とも

に伸率±０％として積算

・ 国体関係費、全国障害者スポーツ大会関係経費は、先催県の事例等を参考に標準的経費を積算

・ その他の経費については、税収見合交付金を除き、原則として伸率±０％として積算
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　　　     　（単位：億円､%）

金　額 伸　率 金　額 伸　率 金　額 伸　率 金　額 伸　率 金　額 伸　率 金　額 伸　率

 県         税 921 -7.6 943 2.4 978 3.7 1,012 3.5 1,043 3.1 1,081 3.6

歳  地方交付税 1,997 -6.6 1,845 -7.6 1,814 -1.7 1,783 -1.7 1,649 -7.5 1,598 -3.1

 国庫支出金 1,274 -7.0 1,253 -1.6 1,255 0.2 1,254 -0.1 1,235 -1.5 1,228 -0.6

957 11.2 1,012 5.7 1,052 4.0 1,144 8.7 1,165 1.8 1,223 5.0

※　(406) 71.4 ※　(291) -28.3 ※　(286) -1.7 ※　(281) -1.7 ※　(260) -7.5 ※　(252) -3.1

入  そ　　の　他 1,060 -2.5 1,087 2.5 1,092 0.5 1,097 0.5 1,097 0.0 1,097 0.0
 合　　　　 計 6,209 -3.8 6,140 -1.1 6,191 0.8 6,290 1.6 6,189 -1.6 6,227 0.6

    ※　（　）は臨時財政対策債で県債の内数

 義務的経費 3,498 0.8 3,413 -2.4 3,391 -0.6 3,497 3.1 3,570 2.1 3,649 2.2

　うち人件費  1,903 -1.9 1,880 -1.2 1,844 -1.9 1,854 0.5 1,863 0.5 1,853 -0.5

歳 　うち扶助費 409 -6.8 421 2.9 437 3.8 453 3.7 468 3.3 484 3.4

　うち公債費 1,186 8.6 1,112 -6.2 1,110 -0.2 1,190 7.2 1,239 4.1 1,312 5.9

 投資的経費 1,798 -7.2 1,795 -0.2 1,824 1.6 1,835 0.6 1,791 -2.4 1,784 -0.4

　うち普建補助・直轄 1,059 -5.0 1,059 0.0 1,066 0.7 1,066 0.0 1,059 -0.7 1,059 0.0

出 　うち普建単独 624 -10.8 634 1.6 654 3.2 666 1.8 630 -5.4 623 -1.1

 その他の経費 1,199 -5.1 1,231 2.7 1,247 1.3 1,262 1.2 1,243 -1.5 1,304 4.9
 合　　　　 計 6,495 -2.7 6,439 -0.9 6,462 0.4 6,594 2.0 6,604 0.2 6,737 2.0

 要調整額(歳出－歳入） 286 299 271 304 415 510

＜要調整額に対する措置＞

財政調整基金繰入 50

減 債 基 金  繰 入 236 299 271 304 415 510

土地開発基金繰入 0

財政調整用基金残高 344 45 △ 226 △ 530 △ 945

（注）土地開発基金の残高は、現金・預金ベース。

△ 1,455

 県         債

　 17　年　度 　 18　年　度 　 20　年　度区    　　         分 　 15　年　度 　 16　年　度 　 19　年　度

基金枯渇
財政再建団体

県債残高等の将来推計

731 1,024 1,307

3,748 3,813 3,749 3,692 3,638 3,587

1,576 1,804 2,004

1,183

1,109 1,107
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Ⅱ 行財政改革の基本的な考え方

１ 財政健全化の目標

国の三位一体の改革の方向性が示され、地方交付税、臨時財政対策債が大幅に削減される

など、本県財政はさらに厳しさを増しておりますが、従来から掲げてきた３つの財政健全化

の目標を堅持します。

○ 収支差の解消と財政再建団体転落の回避

財政再建団体への転落を回避するため、歳入の確保と歳出の削減により、平成２０年

度に見込まれている約１，４５５億円の収支差を解消します。

○ 持続可能な財政運営の確立

持続可能な財政運営に向けて、財政調整用基金の取り崩しに依存しない財政運営を目

指すとともに、将来の財政環境の変化に機動的・弾力的に対応できるような財政基盤を

確立します。

○ 県債発行の抑制

県債発行については、将来の世代にさらなる負担を強いることのない財政運営を行う

、 、観点から 平成１６年度以降のプライマリーバランス の黒字を維持することはもとより※

極力、県債残高の増嵩を抑制します。

※「プライマリーバランス」とは、

県債（県の借金）の元利償還金を除く歳出（現在の行政サービスに必要な歳出）が、県債を除いた県税

収入などの歳入でまかなえているかを示す財政収支のことです。プライマリーバランスが黒字であれば、

徐々に、県の借金を実質的に減少させることが出来ます。

２ 職員の意識改革

行財政改革を推進するためには、行政に携わる県職員が、県民の痛みや思いを受け止め、

民間の経営感覚やコスト意識を持ち、改革に主体的に参画する意識を持つことが重要であり

ますので、全職員が一丸となって、県民中心の県政実現に向けて、行財政改革に取り組みま

す。

特に、時機に合った効率的な予算執行に努め、不要不急の事業は大胆に見直す意識を徹底

し、これまでの予算消化的な発想を根本から改革します。
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３ 行財政改革の視点

（１）選択と集中

危機的な財政状況の中で 「安心 「活力 「発展」の大分県づくりを進めるためには、、 」 」

時代の変化や県民のニーズを的確に捉え、これまで以上に施策の選択と集中を行う必要が

あります。

このため、社会経済情勢の変化にあわせ、必要性、緊急性等各施策の優先度を十分勘案

し、重点的な施策に対して機動的、集中的に財源と人材を投入していきます。

○ 新しい長期総合計画の策定

新しい大分県をデザインするため、時代の変化に対応した新長期総合計画を策定し、

選択と集中の指針とします。

○ 選択・集中分野特別枠事業

当初予算編成において、選択・集中分野について、各部局の予算枠とは別の特別枠を

設けることにより、創意工夫を凝らした重点新規事業に財源を集中します。

（２）民間活力・経営感覚の導入

民間でできることは民間に任せるという時代の流れに沿って、行政が担うべき業務と民

間が行う業務を峻別するとともに、民間の優れた経営感覚を導入し、効率的な県政運営を

展開します。

○ 民間委託の推進

民間のノウハウを積極的に活用するため、費用対効果を勘案しながら、民間委託を積

極的に導入することにより、経費の削減を図ります。

○ ＰＦＩの導入

ＰＦＩ（ ：プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）Private Finance Initiative

の導入により、経費の縮減を図ることができる事業について検討します。

○ 規制緩和の推進

民間や地域が成熟してきたことを踏まえ、規制緩和を推進し、民間活力の自由な発揮

を促進します。

○ ＮＰＯ・ボランティアとの協働

これまで県が直接行っていた業務を、民間やＮＰＯ、ボランティア等との協働により

実施します。
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（３）政策自治体の構築

地方分権の進展に伴い、自己決定と自己責任の原則を徹底した県政運営を実施していか

なければなりません。

そのため、限られた財源と人員の中で、質の高いサービスを効率的に県民の皆様に提供

できるよう、政策自治体へと転換します。

○ 政策形成機能及び総合調整機能の充実、強化

本庁の政策形成機能と総合調整機能の一層の充実、強化を目指した、組織機構の抜本

的な再編を行います。

○ 予算編成方法の改善

職員の政策立案能力を向上させるため、予算の枠配分制度の導入など、県庁各部局の

意向をより尊重した予算編成方法に移行します。

○ 行政評価の充実

事務事業評価の更なる充実・活用を行うとともに、施策・政策評価を導入し、明確な

目標を掲げ、その成果達成に責任を持って政策を立案する体制の構築を図ります。

（４）市町村との役割分担

市町村合併の進展に伴い、市町村の行政区域、財政的・人的規模が拡大強化するととも

に、行政能力も一層向上することになります。

中核市制度の定着もあり、住民に最も身近な基礎的自治体である市町村の役割が飛躍的

に増大することから、地方分権時代にふさわしい県と市町村の役割分担を明確にします。

○ 広域的・専門的課題への対応

住民への直接的なサービスの提供は原則として市町村に任せ、県としては、市町村域

を越えて広域的な対応が必要な行政課題、または高度、専門的で市町村が担うことが困

難な行政課題への対応にシフトします。

○ 補完的役割の縮小と連絡調整機能の充実

市町村規模の拡大にあわせ、市町村に対する補完的な役割を縮小し、公共サービスの

提供に格差が生じないよう各市町村間のバランスを保つ連絡調整機能を充実します。

○ 関与縮減と権限移譲の推進

県から市町村への関与を縮小するとともに、市町村の能力向上にあわせて、県の権限

を積極的に市町村へ移譲します。

○ 中核市との役割分担の明確化

大分市が中核市に移行してから約７年が経過したことから、中核市が担うべき民生事

務などについて、あらためて県の役割を見直し縮小します。

４ 計画期間
平成１６年度から平成２０年度までの５年間とします。
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Ⅲ 具体的な改革項目及び数値目標

歳出削減目標額及び歳入確保目標額については、削減及び確保すべき最低目標額を５年間

の計画期間中の合計額（一般財源）として、基本的に億円単位の概数で示しています。

なお、具体的な改革項目及び数値目標については、今後の地方財政に対する国の方針等、

状況の変化に応じて改訂を行うことが必要になる場合もあります。

（注） 億円単位の概数で示しているため、実際の歳出削減額・歳入確保額が「目標額」より

若干少なくなる場合があるとともに 「目標額」とそれぞれの「うち目標額」の合計に、

若干の相違が生じる項目もあります。

歳出削減策

【 ． 】１ 大規模施設等の見直し 削減目標額３３ ９億円・・・

うち削減目標額２９．４億円】（１）大規模施設の見直し ・・・【

県内の大規模施設は、県民の学習、文化、芸術、スポーツ、レクリエーション、さらに

は観光拠点としての役割を果たすなど県民の資産であり、ある程度、県費を投入すること

は止むを得ません。

しかしながら、県費支出額が施設が提供するサービスに照らし適正妥当なものとして県

民の理解を得る必要があります。

その観点から、大規模施設のあり方、維持管理体制、営業方法等を見直します。

うち削減目標額１１．１億円】① 県立総合文化センター ・・・【

（オアシスひろば２１）

【管理団体】 （財）大分県文化振興財団

○ 県民に優れた文化芸術に触れる機会と発表の場を提供するために不可欠な施設である

ことから、収入確保と支出削減をより一層進め、県有施設として維持管理します。

○ （財）大分県文化振興財団とビッグアイの管理団体である（財）大分スポパーク２１

を平成１７年度から統合し、総合文化センターとビッグアイ、さらには芸術会館の県民

文化会館をあわせて一体的かつ効率的に管理運営することで、営業活動を強化して、収

入増と管理費等の経費の削減を図ります。

〔収入確保策〕

利用の促進や駐車場料金の改正による施設利用料金の見直し

ネーミングライツの導入

〔支出削減策〕

警備・清掃・舞台関係等委託料の見直しによる維持管理経費の削減

財団が自ら主催する文化事業の見直し

財団の統合等による経費の削減

オアシスひろば２１共用部分の管理費の削減

財団組織の見直しによる県派遣職員の削減
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うち削減目標額３．９億円】② 別府コンベンションセンター ・・・【

（ビーコンプラザ）

【管理団体】 （財）別府コンベンションビューロー

○ 別府市の観光・文化・経済の振興に大きな役割を果たしていることから、管理団体と

別府市が主体的に維持管理することを前提に、収入確保と支出削減を進め、県の維持管

理負担金については、削減し、平成１８年度には廃止します。

○ 利用率の向上を図るため、営業活動の強化等とともに、別府市営施設との複合施設化

について別府市と協議します。

〔収入確保策〕

組織体制の抜本的見直し、営業活動・広報宣伝の強化

施設機能の複合化等による使用料収入の確保

基本財産運用収入の確保、賛助会員の獲得による会費収入の確保

〔支出削減策〕

警備・清掃・保守管理等委託料の見直しによる維持管理経費の削減

能率給制度の導入や役員報酬の削減による人件費の削減

財団組織の見直しによる県派遣職員の削減

うち削減目標額１．９億円】③ 大分農業文化公園 ・・・【

【管理団体】 （社）大分県農業農村振興公社

○ 農業・農村に対する県民の理解を深め、都市と農村との交流を図る場としての機能に

重点を置き、農業・農村情報の発信等を強化します。

○ より多くの県民が、豊かな自然と親しむために公園を利用できるよう、平成１７年１

月から入園料を無料化します。

○ これに伴い、植栽管理面積を大幅に縮小するとともに、除草回数を減らすなど、維持

管理方法を抜本的に見直し、経費の削減を図ります。

〔収入確保策〕

花昆虫館入館料の設定、コテージ利用期間及び利用料金の見直し

〔支出削減策〕

植栽管理・除草・花昆虫館委託業務等の見直しによる維持管理経費の削減

財団組織の見直しによる人件費の削減、県派遣職員の削減

うち削減目標額４．６億円】④ 大分香りの森博物館 ・・・【

【管理団体】 （財）大分香りの森博物館

○ 香り文化の普及と情報発信をコンセプトにしていますが、交通アクセスが悪いこと等

により、入館者が年々減少しており、平成１４年度実績は６９，６４６人に留まってい

ます。

、 、○ 博物館は 香り文化に関する数多くの収蔵品や民間企業からの寄贈品を保有するなど

優れた機能を持っていますが、立地条件の悪さからその機能を十分発揮できていない状

況にあり、このため、平成１６年９月末をもって休館し、所要の手続きを行った後、平

成１７年度末に廃止します。

なお、収蔵品の活用等香り文化の発信機能のあり方については、民間委託や交通アク

セスの良い既存施設への移転等を含め検討します。

○ 廃止後の建物については、県民の皆様のご意見を十分に伺いながら、将来の有効利活

用の可能性を検討します。
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うち削減目標額２．０億円】⑤ マリンカルチャーセンター ・・・【

【管理団体】 （財）大分県マリンカルチャーセンター

○ 海洋に関する学習活動、スポーツを楽しむ機会等を広く県民に提供する施設として、

一般利用及び小・中・高校生の宿泊研修施設として利用されています。

○ 平成１７年４月より社会教育施設と県民のレクリエーション施設との複合施設と位置

付けることで施設コンセプトを明確にし、社会教育主事の増員などソフト面の機能の充

、 、 。実を図りながら 収入確保と支出削減をより一層進め 県有施設として維持管理します

○ （財）大分県マリンカルチャーセンターと事業の一部を再委託している「 株）マリ（

」 、 。ンサービスかまえ を平成１７年度から統合し 経費の削減と効率的な運営を行います

、 。○ 県民のレクリエーション施設については 独立採算性を導入し県費支出を廃止します

○ センターの社会教育施設としての機能付加に伴い、社会教育施設全体のあり方につい

ても見直し、湯布院青年の家は平成１６年度末をもって廃止します。

〔収入確保策〕

利用料金制の導入による顧客・使用料収入の確保

基本財産運用収入の確保

〔支出削減策〕

保守点検等の委託先の見直しによる維持管理経費の削減

財団の統合・組織見直しによる人件費の削減

うち削減目標額５．９億円】⑥ 大分スポーツ公園総合競技場 ・・・【

（ビッグアイ）

【管理団体】 （財）大分スポパーク２１

○ 利用者数が順調に推移していることや、平成２０年度の国民体育大会のメイン会場と

して予定されていることなどから、収入確保と支出削減をより一層進め、県有施設とし

て維持管理します。

○ （財）大分スポパーク２１とオアシスひろば２１の管理団体である（財）大分県文化

振興財団を平成１７年度から統合し、ビッグアイ、総合文化センターさらには芸術会館

の県民文化会館をあわせて一体的かつ効率的に管理運営することで、営業活動を強化し

て、収入確保と経費の削減を図ります。

〔収入確保策〕

ネーミングライツやバックスタンド可動席等への広告の掲出による広告料収入の確保

コンサートの開催・施設使用料単価アップ等による使用料の確保

〔支出削減策〕

キールアーチ走行カメラの管理廃止等による維持管理経費の節減

財団の統合等による経費の削減

財団組織の見直しによる県派遣職員の削減
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うち削減目標額１．８億円】（２）青少年教育施設の見直し ・・・【

県立青少年教育施設について、県有大規模施設や市町村施設等の類似の機能を有する施

設との連携を図ることにより、整理・統合を行います。

〔見直しの具体例〕

・平成１７年４月から 「マリンカルチャーセンター」の一部を青少年を対象とする社、

会教育施設と位置付けます。

・平成１７年４月から 「香々地少年自然の家 「九重少年自然の家」をそれぞれ「青、 」、

少年の家」に改編します。

・ 湯布院青年の家」を平成１６年度末に廃止します。「

なお 「湯布院青年の家」において実施されている事業のうち効果の高いものについ、

ては 「香々地青少年の家 「九重青少年の家 「マリンカルチャーセンター」の３、 」、 」、

施設で引き続き実施するとともに、職員の持つノウハウなどソフト面の資産について

も、３施設で適切に継承します。

さらに、施設・土地等の有効利活用について検討します。

うち削減目標額０．８億円】（３）体育施設の見直し ・・・【

体育施設の市町村への移管、廃止をします。

〔見直しの具体例〕

・ 大洲総合運動公園」は県立総合体育館を除く施設の大分市への譲渡を検討します。「

・県立総合体育館や大分市及び別府市の体育館等の代替施設の充実にあわせ、老朽化し

た「荷揚町体育館」を平成１６年度末に廃止します。

・大分スポーツ公園に野球場が整備されたこと等に伴い、老朽化した「春日浦野球場」

を平成１６年度末に廃止します。

・大分スポーツ公園に庭球場を整備すること等に伴い、老朽化した「駄原庭球場」を平

成１８年度末に廃止します。

うち削減目標額１．９億円】（４）社会福祉施設の見直し ・・・【

県立社会福祉施設の民間移譲及び民間委託を推進するとともに、民間類似施設が充実し

てきた施設については民間施設との役割分担を図ります。

〔見直しの具体例〕

・社会福祉法人大分県社会福祉事業団に運営を委託している９施設のうち 「溪泉寮 、、 」

「糸口学園（成人課・児童課 」及び「糸口厚生園」の４施設を平成１６年４月から）

同事業団へ譲渡します。残る５施設についても、今後の障害者福祉施策の動向や財政

状況を勘案しながら、順次事業団に譲渡するなど、完全な民設民営を目指します。

、「 」・民間社会福祉施設や在宅福祉サービスが充実してきたことから 身体障害者授産場

及び「身体障害者更生指導所」を平成１６年度末に廃止します。

・民間団体との協働を図り 「点字図書館」の管理運営委託を検討します。、

・施設の老朽化に加え、類似の宿泊保養施設が充実してきたことから「しあわせの丘」

を平成１８年度末に廃止します。
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２ 新たな施設の整備の見直し 削減目標額１７億円】・・・【

・・・ 】（１）国民体育大会関連施設の整備のあり方見直し 【うち削減目標額１７億円

国民体育大会関連の競技施設については、既存施設の活用に努め、施設の新設等は必要

最小限に止め、県の整備費用及び市町村補助を削減します。

・・・ 】○ ５０Ｍプール・２５Ｍプール 【うち削減目標額０．３億円

大分スポーツ公園での常設施設の整備を取り止めることにより、整備費用を事業費ベ

ースで約４５億円を削減します。

、 。また 常設施設を整備した場合の将来にわたる多額の維持管理経費が不要となります

・・・ 】○ サブトラック・投てき練習場 【うち削減目標額０．５億円

整備単価等の見直し、国庫補助の確保等により県負担額を削減します。

・・・ 】○ スポーツ公園庭球場 【うち削減目標額０．１億円

整備単価等の見直しにより、事業費ベースでは、約５億円を削減します。

うち削減目標額６億円】○ 馬術場 ・・・【

県外開催等、競技会開催のあり方を見直し、経費を削減します。

うち削減目標額５億円】○ ボート場 ・・・【

県内での整備を取り止め、近接県施設を活用します。

○ クレー射撃場

近接県施設を活用します。

うち削減目標額３億円】○ セーリング会場 ・・・【

施設仕様等の見直しにより事業費を削減します。

うち削減目標額０．５億円】○ ホッケー場 ・・・【

整備単価等の見直しにより事業費を削減します。

・・・ 】○ アーチェリー場 【うち削減目標額０．２億円

９０ｍ種目の廃止による施設整備計画変更により事業費を削減します。 等

（２）大規模施設整備等の将来構想の見直し

新たな大規模施設（総事業費概ね３億円以上の施設）については、国民体育大会関連施

設を除き、平成２０年度までの整備計画は策定しません。



３ 公社等外郭団体等の整理・統合 削減目標額３７億円】・・・【

うち削減目標額３６億円】（１）公社等外郭団体の見直し ・・・【

財政的・人的支援が行われている全ての公社等外郭団体について、県の関与のあり方や

県の事務事業の進め方を見直します。

また、団体の廃止・統合・縮小、業務及び運営の活性化・効率化、事務事業の整理・合

理化、組織の簡素化、自主財源の確保等、各団体自らの改革を求めます。

〔見直しの基本的な方向性〕

・設置の意義が薄れ、または中長期的にみて薄くなることが予測される団体、設置目的

や活動内容等が重複または類似している団体等については、廃止または他団体との統

合を求めます。

・団体が事業運営の効率化を図ることにより、既に県の財政的・人的支援の必要性が薄

れてきた団体については、県の関与の縮小を行います。

・組織のスリム化を図る必要がある団体については組織の見直しを、また財務状況が厳

しい団体については経営改善を求めます。

・各団体に対し、中長期の経営計画の策定、理事会の機能強化、内部牽制システムの構

築、経営状況に関する情報の公開を求めます。

・公の施設の管理状況全般について点検し、指定管理者制度 を積極的に活用すること※

とします。

・役員の就任については、民間からの登用も含め、広く人材を求めることとし、その中

で県の退職者については、団体からの要請があれば推薦することとします。

・役員への報酬、退職手当等について、各団体の実情に応じ、県民の理解が得られる適

正な水準とするよう見直しを指導します。

・役員の就任状況等について公表を行うよう指導します。

※本県における公社等外郭団体とは、

① 指定団体

「基本財産、資本金等に占める県の出捐金又は出資金の割合が５０％以上の団体」

② 補助委託・派遣団体

「補助金、貸付金等の財政援助を継続的に行っている団体」及び「事務事業を継続的に委託している

団体」並びに「県職員を継続的に派遣している団体のうち、特に指導監督又は関与をする必要がある団体」

で、次のいずれかに該当するもの。（平成１５年１０月１日現在 ３３団体）

・支出する補助金等の額又は委託料の額が、団体の財政規模の５０％以上である団体

・公の施設の管理を委託している団体

・県職員を業務援助のために派遣している団体

・その他特に指導監督又は関与する必要がある団体

※「指定管理者制度」とは、

これまで公の施設の管理を受託することができたのは、①地方公共団体が資本金等の１／２以上を出資し

ている法人、②管理を委託しようとする地方公共団体が資本金等の１／４以上を出資している法人でその公の

施設の管理を主たる業務とするもの等に限られていました。平成１５年９月の地方自治法の一部を改正する法

律の施行により、①、②以外に、③民間事業者による管理も可能となりました。（議会の議決を経て地方公共

団体が指定するもの（指定管理者）が管理）
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① 廃止する団体

団 体 名 区分・年度 見 直 し 内 容

大分中高年齢労働者福祉センターの廃止に伴い、平(財)大分県ニューライフ

成１６年度中に団体を廃止します。現在の施設は別プラザ 廃 止

府市が雇用・能力開発機構から譲渡を受け運営しま(16年度中）

す。

畜産農家の大規模化や戸数減少による初妊牛販売頭(社)大分県畜産振興公社 廃 止

数の減少等を踏まえ、平成１８年度末に団体を廃止（ ）18年度末

、 。し 建物等の施設は地元等への譲渡等を検討します

大分香りの森博物館の廃止に伴い、平成１６年度末(財)大分香りの森博物館 廃 止

（「 」 ）。( に団体を廃止します 大規模施設の見直し 参照16年度末）

② 統合する団体（事務局統合を含む）

団 体 名 区分・年度 見 直 し 内 容

（ ） （ ）(財)大分県文化振興財団 平成１７年度から 財 大分県文化振興財団と 財
大分スポパーク２１を統合します（ 大規模施設の「
見直し」参照 。また、近接する都市公園等を一体(財)大分スポパーク２１ ）
的に管理するため （財）大分スポパーク２１と統 合 、
（財）大分県公園協会を平成１７年度から統合し、(財)大分県公園協会 （ ）17年度～
効率的な管理運営を行うことで経費の削減を図りま
す。なお （財）大分県公園協会に管理委託してい、

「県費支出約２４％削減」 る一村一品クラフト公園について、指定管理者制度
、 。による民間委託を含め 管理のあり方を検討します

事務執行体制の効率化のため、平成１７年度から事(財)大分県生活衛生営業指導

業対象者が一部重複する（社）大分県食品衛生協会センター 事務局

「県費支出約１６％削減」 と事務局を統合します。統 合

（ ）17年度～

大分県食品衛生協会）（(社)

事務執行体制の効率化のため、事務事業が一部類似(社)大分県農業農村振興公社

「県費支出約１４％削減」 する両団体の事務局を平成１８年度に統合します。事務局

また、両団体の職員を削減します。統 合

(18年度～)大分県農業会議

「県費支出約２８％削減」

（ ）(財)大分県マリンカルチャー 平成１７年度から事業の一部を再委託している 株
マリンサービスかまえを統合し、効率的な運営を行センター 統 合
います（ 大規模施設の見直し」参照 。（ ）17年度～ 「 ）

((株)マリンサービスかまえ)

（注 （社)大分県食品衛生協会及び(株)マリンサービスかまえは、本県における公社等外）
郭団体には該当しませんが、統合又は事務局統合の相手方として掲げています。
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③ 今後さらに見直しを進める団体

以下の団体については、県の関与を縮小するとともに、平成１６年度以降、外部の専門

家を活用しながら、さらなる見直しを重点的に推進します。

団 体 名 見 直 し 内 容

民間レベルの国際交流等が活発化していることから、県と(財)大分県国際交流センター
団体、民間との役割分担を抜本的に見直し、団体の今後の

「県費支出約２４％削減」 あり方について、平成１６年９月末までに決定します。

県が管理･運営を委託している施設及び土地を平成１６年度(社福)大分県社会福祉事業団
、 。から段階的に譲渡し 経営基盤の強化と民営化を図ります

また、県からの業務援助職員の削減などの経営改善を進め
「県費支出約３５％削減」 るとともに、人件費の見直しや運営の効率化などによる独

立採算・自主運営に向けた改革を促進します（ 社会福祉「
施設の見直し」参照 。）

県からの補助事業等を８事業廃止し、さらなる事業の見直(社福)大分県社会福祉協議会
しを行うことにより、事業に要する職員等を削減し、経営

「県費支出約２０％削減」 のスリム化を図ります。また、独自事業の推進と自主財源
の増加を図り、経営基盤の強化を促進します。

平成１６年度から別府観光港駐車場の管理を利用料金制に(財)大分県観光 公社サービス
移行します。また、他団体との統合や営利法人への転換等

「県費支出約２５％削減」 を含め、そのあり方を検討します。

県からの業務援助職員を廃止し、団体の臨時職員を削減す(社)大分県観光協会
るとともに、専務理事や職員の給与を削減します。あわせ

「県費支出約５９％削減」 て、他の団体との統合等団体のあり方について、平成１６
年９月末までに決定します。

団体に対する運営費補助及び県からの業務援助職員を全部(社)大分県物産協会
、 。廃止するとともに 団体の役員及び契約職員を削減します

「県費支出約６１％削減」 あわせて、他の団体との統合等団体のあり方について、平
成１６年９月末までに決定します。

平成２０年度には、農林漁業金融公庫からの借入金につい(社)大分県林業公社
て、県が損失補償を実行せざるを得ない状況が見込まれ、

「県費支出約１６％削減」 あわせて、県からの借入金の返済が開始されることから、
これらの状況を踏まえた抜本的な改革を実施します。

平成１６年度から５年間で県からの業務援助職員、嘱託職大分県土地開発公社
員等を１１名削減するとともに、人件費の見直しを検討し（地域づくり機構）

「県費支出約１４％削減」 ます。また、公共事業費の減少を踏まえ、経営健全化計画
を策定します。

平成１６年度から５年間で県からの業務援助職員、嘱託職大分県道路公社
員等を３名削減するとともに、人件費の見直しを検討しま（地域づくり機構）

「県費支出約１７％削減」 す。また、利用交通量の減少等を踏まえ、経営健全化計画
を策定します。
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団 体 名 見 直 し 内 容

新規の住宅・宅地分譲事業から撤退するとともに、時価評大分県住宅供給公社
価会計や法改正を睨み、廃止も含め団体のあり方を検討し（地域づくり機構）
ます。また、指定管理者制度による民間委託を含め、県営

「県費支出約 ６％削減」 住宅の管理のあり方についても見直し、さらに、平成１６
年度から５年間で県からの業務援助職員、嘱託職員等を１
７名削減するとともに、人件費の見直しを検討します。

④ 県の関与を縮小する団体

以下の団体については、下記の主な見直しのほか、必要に応じて、今後さらなる見直し

を行います。

団 体 名 見 直 し 内 容

県内のＩＴ普及活動については、民間分野の充実もあるこ(財)ハイパーネットワーク

とから、初回開催後１５年を経た別府湾会議に対する補助社会研究所

「県費支出約２９％削減」 を平成１６年度から廃止します。

県からの補助事業等を２１事業廃止するとともに、組織の(財)大分県産業創造機構

簡素・合理化を図り、県からの業務援助職員、団体の職員

「県費支出約１６％削減」 を削減します。

収入確保と支出削減を進め、県の維持管理負担金を削減し(財)別府コンベンション

平成１８年度には廃止します。ビューロー

（ 大規模施設の見直し」参照）「

団体の基金の運用益を活用した事業実施を行います。(財)大分県総合雇用推進協会

「県費支出約２５％削減」

公共事業等の減少に伴い、新規採択の一部停止を行うなど大分県土地改良事業団体連合会

「県費支出約１９％削減」 県の補助事業を削減します。

管理を委託している大分県林業研修所の宿泊研修の一部縮(財)大分県森林整備センター

小や給食・清掃業務等の経費の節減、県からの業務援助職

「県費支出約 ３％削減」 員の削減等を行います。

。 、(社)大分県緑化推進センター 平成１７年度末に特用林産実証展示林を廃止します また

団体の嘱託職員を削減するとともに、県民の森の管理のあ

「県費支出約２５％削減」 り方についても検討を行います。
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団 体 名 見 直 し 内 容

自立的経営を推進するため、県からの業務援助職員を削減(社)大分県漁業公社

します。また、一部の放流事業について、地元による自主

「県費支出約１７％削減」 的な放流に移行します。

、 、(財)大分県建設技術センター 公共事業費の動向を踏まえ 事業の見直しを図るとともに

平成１６年度から５年間で県からの業務援助職員を３名削

「県費支出約１３％削減」 減します。

国民体育大会開催を踏まえながら、事業の実施方法を見直(財)大分県体育協会

します。また大会終了後を見据えた組織の簡素化について

「県費支出約５６％削減」 検討します。

事務費の節減等により、団体に対する県の支出額を削減す(財)暴力追放大分県民会議

「県費支出約１０％削減」 るとともに、県からの業務援助職員を見直します。

交通安全広報活動を見直すことにより、事業費を削減しま(財)大分県交通安全協会

「県費支出約２５％削減」 す。

組織の簡素化を図り、職員を削減します。(財)大分県公営企業協会

（注 ・上記表中における「県費支出約○○％削減」とは、平成１５年度７月現計予算と比較）

した、平成１６年度から５年間の平均の削減率（一般財源）を指します。

（２）県庁内に事務局を置く任意団体等の整理・統合、事務局の外部移管

うち削減目標額０．９億円】・・・【

県庁内に事務局を置く任意団体等についても、県の関与、財政的・人的支援の妥当性を

精査したうえで、廃止、整理統合、事務局の民間への移管等を進めます。

〔見直しの具体例〕

・大分県私立学校教職員退職金財団事務局の民間移管を行います。

、 。・市町村合併の進展を踏まえて 郡社会福祉協議会や郡消防協会等の見直しを行います
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４ 事務事業の選択と集中 削減目標額６７７億円】・・・【

うち削減目標額１３億円】（１）イベント、大会、講演会等の見直し ・・・【

うち削減目標額２億円】① イベント、大会、講演会等 ・・・【

イベント、大会等については、廃止、規模の縮小による簡素化、県の関与の縮小、民間

活用などにより、経費の縮減を図ります。

また、県の負担が伴う新たなイベント、大会等の誘致は、財政再建の道筋が示されるま

では行わないこととします。

県の負担によるシンポジウム・セミナー・フォーラム等の講演会については、経費、事

務の増大、県民の動員等の問題があるため、真に県として実施すべき最重要課題に係るも

の以外は、実施しません。

うち削減目標額６億円】② 国民体育大会 ・・・【

平成２０年開催予定の国民体育大会については、大会運営の簡素・効率化や県民ボラン

ティアとの協働等により、大会運営費の削減を図ります。

〔見直しの具体例〕

・夏季・秋季大会の一本化、式典内容の簡素化等により開・閉会式経費を削減します。

・国体ブロック大会の活用等により、リハーサル大会の簡素・効率化を図ります。

・炬火台・炬火リレーの見直し等により、炬火関係経費を削減します。

・参加選手数の削減に伴い、競技関係経費の削減を図ります。

うち削減目標額３億円】③ 全国障害者スポーツ大会 ・・・【

国民体育大会にあわせて行われる全国障害者スポーツ大会についても、大会運営の簡素

・効率化や県民ボランティアとの協働等により、大会運営費の削減を図ります。

〔見直しの具体例〕

・競技会場への選手輸送等を効率的に行うことにより、輸送経費を削減します。

・式典内容の簡素化等により開・閉会式経費を削減します。

うち削減目標額０．３億円】④ 大分国際車いすマラソン大会 ・・・【

式典内容や競技運営の見直しにより、大会運営費の削減を図ります。

なお、選手滞在費等の選手の負担を軽減するための経費については、現行の内容を維持

します。

〔見直しの具体例〕

・開会式、交歓の夕べについて、内容の簡素化を行います。

・障害者スポーツ振興団体の育成により、県の関与を見直します。

うち削減目標額０．７億円】⑤ 大分県民芸術文化祭 ・・・【

民間への移管等により、開催方法の見直しを行います。

うち削減目標額０．２億円】⑥ 農林水産関係祭 ・・・【

県農業祭、木と暮らしのフェア、県水産振興祭等の運営の見直しを行います。
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うち削減目標額２８億円】（２）物件費の縮減等 ・・・【

うち削減目標額３億円】① 公用車の配置基準等見直し ・・・【

自動車の性能向上や民間の平均使用年数の長期化等にあわせ、更新基準を１１年かつ１

２万㎞以上使用または１３年以上使用に延長することで、自動車購入経費を削減します。

また、業務の内容や運行距離等を勘案して、軽自動車の導入を行うとともに、環境に配

慮して低公害車の導入を促進します。

うち削減目標額６億円】② 庁舎等施設の維持管理に係る委託料の見直し ・・・【

清掃や警備、冷暖房機器の保守点検等の委託契約に係る仕様や対象の見直しを行い、経

費の節減を図り、平成１６年度は前年度予算と比較して約８％、さらに、１７年度以降は

１６年度予算と比較して約２％削減を行います。

うち削減目標額６億円】③ 印刷消耗品費の削減 ・・・【

広報誌等の経常的な印刷物の見直しや資料の簡素化、行政文書管理システムの導入によ

るペーパーレス化等により、経費の節減を図り、平成１６年度は前年度予算と比較して約

６％、さらに１７年度以降についても削減を行います。

うち削減目標額２億円】④ 光熱水費の削減 ・・・【

節電、節水等に努め、平成１６年度は前年度予算と比較して約３％、さらに１７年度以

降は１６年度予算と比較して約２％削減を行います。

うち削減目標額７億円】⑤ 旅費制度の見直し ・・・【

国の制度に準じている現行の旅費制度を、現在の交通事情や旅行実態を勘案して、平成

１６年４月１日から日当を廃止するなど抜本的に見直します。

〔見直しの具体例〕

・現行2,200円～3,300円支給している日当を廃止し、旅行先での通信費など諸雑費とし

て、旅行雑費を支給します。

・旅行雑費の額は、県内３００円、県外６００円（目的地での交通費が必要となる交通

機関を利用する旅行は同額を加算した額）とし、勤務所属から８㎞以内の旅行につい

ては支給しません。

うち削減目標額４億円】⑥ 臨時職員の削減等 ・・・【

臨時職員について、当初の配置目的と現行の所掌業務の検証を行い、配置総数の削減を

進め、特に、本庁にあっては所属、地方機関にあっては部または課に複数配置されている

場合は、原則として削減し、平成１６年度以降８０人以上を削減します。さらに、最長１

年間という雇用形態を踏まえ、期末、勤勉手当を平成１７年度からの廃止を含めて見直し

ます。

また、臨時職員の有効活用を図るため、採用に当たって、これまでの書類選考と面接に

加えて、平成１７年度からは競争試験の結果により採用者の選考を行います。

なお、時限的、定例的な業務については、その業務の内容に応じ、短期的な雇用や民間

委託（人材派遣等）の活用を検討します。
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うち削減目標額１５億円】（３）補助費等の見直し ・・・【

うち削減目標額１０億円】① 補助金の見直し ・・・【

効果や緊急性が低下した補助金、融資など他の措置によることが可能な補助金、継ぎ足

し補助金、団体補助金、少額補助金について廃止、縮減を図ります。

〔見直しの具体例〕

・学校法人立以外の私立幼稚園に対する少額補助金を廃止します。

・一村一品運動の民間への移管に伴い、新時代一村一文化事業を廃止します。

うち削減目標額５億円】② 各種団体、協会等への負担金の見直し ・・・【

団体への加入の適否や負担額の妥当性を見直し、廃止、縮減を図ります。

〔見直しの具体例〕

・人員輸送の見直しに伴い、県央空港利用推進協議会負担金を廃止します。

・全国ふるさとづくり推進協議会負担金を廃止します。

・豊予海峡ルート構想の見直しに伴い、関係協議会の負担金をさらに削減します。

うち削減目標額１４５億円】（４）その他の物件費・補助費等の見直し ・・・【

その他の物件費・補助費等についても、前年度予算と比較して、平成１６年度は徹底し

た削減を行い、さらに１７年度以降は物件費・補助費等全体で約１０％削減を行います。

うち削減目標額△７０億円】（５）選択・集中分野特別枠事業の実施 ・・・【

当初予算編成において、選択・集中分野について、各部局の予算枠とは別の特別枠を、

平成１７年度及び１８年度にも１０億円設けることにより、創意工夫を凝らした重点新規

事業に財源を集中します。

（６）投資的経費の削減（公共事業、単独事業の見直し）

うち削減目標額２７１億円】・・・【

うち削減目標額２６８億円】① 事業規模の縮減 ・・・【

うち削減目標額８６億円】○ 公共事業 ・・・【

公共事業については、国の公共投資関係費の動向を踏まえ、前年度予算と比較して、

平成１６年度は約６％、さらに１７年度及び１８年度は約５％削減を行います。

うち削減目標額１８２億円】○ 一般国庫補助事業・単独事業 ・・・【

一般国庫補助事業及び単独事業については、真に県民の要請に応える緊急度の高い事

業を厳選し、前年度予算と比較して、平成１６年度は約２０％の方針で削減し、さらに

１７年度は約１５％、１８年度は約５％削減を行います。
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なお、県民生活に密接に関係する道路や下水道等の単独事業については、前年度予算

と比較して、平成１６年度は約１５％の方針で削減し、さらに、１７年度は約１０％、

１８年度は約５％削減を行います。

② 公共事業に係る事前評価の実施

公共事業の効率的な実施とプロセスの透明性を向上させるため、これまで実施してきた

公共事業の再評価に加え、新規採択時に必要性、緊急性等の評価を行う事前評価システム

を構築します。

③ 規制緩和等による効率化、コスト縮減の検討

１．５車線的道路整備など地域の実情にあった規格の設定、過去に行った設計の総点検

を行うことによる計画・設計の見直し、新たな入札契約方式(ＶＥ方式）の導入、要件設

定型一般競争入札の拡大による入札・契約の見直し等により、コスト縮減を図ります。

うち削減目標額３億円】④ 施設整備費の見直し ・・・【

、 （ 。）学校及び国民体育大会関連施設を除く施設の建て替え 大規模改修 耐震改修を除く

については、原則として平成２０年度まで凍結します。

適時・適切な点検や計画的で必要最低限の維持補修等により施設の老朽化を防止し、使

用年数の長期化を図ります。

うち削減目標額５０億円】（７）その他の経費の見直し ・・・【

うち削減目標額６億円】① 庁舎等の維持補修費の削減 ・・・【

計画的な執行や仕様の見直し等により経費の縮減を図り、平成１６年度は前年度予算と

、 。比較して約５％ さらに１７年度以降は１６年度予算と比較して約３％の削減を行います

うち削減目標額２６億円】② 法令等による義務付けのない扶助費の見直し・・・【

継続的なものも含め、事業内容・効果等を見直し、削減を行います。

また、中核市との役割分担の見直しを進め、大分市に対する県単独の保健福祉関係５事

業の県費補助金の廃止・削減を行います。

うち削減目標額０．６億円】③ 出資金、貸付金の見直し ・・・【

国の制度に基づくものを除いて、新たな出資は原則として行いません。

また、民間資金の動向、貸付団体の運営資金の実態等を十分考慮しながら、貸付枠、貸

付利率、金融機関への預託比率、末端金利等を見直します。

特に、団体の運営補助的な貸付金については、根底から洗い直し、廃止、縮小を図りま

す。
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うち削減目標額２億円】④ 特別会計事業（病院会計を含む）の見直し ・・・【

事業規模の見直しや経営の効率化等を進め、特別会計の適正規模への縮減や、一般会計

からの繰出金の削減などの見直しを行います。

〔見直しの具体例〕

、 、 。・公共用地先行取得特別会計については 公共事業費の動向を踏まえ 縮減を図ります

・中小企業設備導入資金特別会計における小規模企業設備資金及び小規模企業貸与資金

については、利用実績等に鑑み平成１６年度から事業を休止します。また、貸付原資

の一部を一般会計に繰り入れるとともに、利子補給に伴う一般会計からの繰出金の縮

減を図ります。

・利用者負担の明確化を図るため、港湾整備特別会計の創設を検討します。

うち削減目標額１６億円】⑤ 公債費の長期的な抑制 ・・・【

投資的経費の削減のほか、入札や見積り合わせ等の方法による低利での借入について検

討するなど、長期的な公債費の抑制を図ります。

また、現在、償還期間２０年以内で借り入れている銀行等引受債の一部を借換等の方法

により実質３０年以内で償還することにより、各年度の返済を平準化します。

うち削減目標額２２５億円】（８）予算の節約 ・・・【

① 柔軟な予算執行の確保

状況の変化等により不必要となった予算については、事業内容の組み替えや事業を中止

することとし、柔軟な予算執行を確保することにより、予算を節約します。

② 節約分の翌年度予算措置

各部局の節約努力等により執行しなかった予算については、一定の額を当該部局の翌年

度予算枠に加算するなど、効率的な予算執行をさらに促進するシステムを導入することに

より、予算を節約します。

③ 事業実施の年度末集中の排除

債務負担行為制度を活用して契約時期の前倒しを図ることや、最低限必要な場合には事

業を翌年度に繰り越すことにより、事業実施の年度末集中の緩和を図ります。

（９）事務事業評価の活用

事務事業評価における成果や効率性の評価に基づき、事務事業の優先順位について検討

を行い、廃止を積極的に進め、事業の選択と集中を図ります。

また、事務事業評価の結果を予算編成・執行や組織定数改正の判断基準として活用する

方策について検討を行います。

さらに、施策・政策評価を導入することにより、施策・政策を構成する事務事業につい

ても、重点化と縮減を図ります。
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５ 総人件費の抑制 削減目標額４０６億円】・・・【

うち削減目標額７０億円】（１）職員定数の削減 ・・・【

うち削減目標額５８億円】① 一般行政部門（知事部局・各種委員会等） ・・・【

市町村合併の進展を踏まえた地方機関の統廃合や現業業務の民間委託、公共事業部門の

見直し等により、５年間で１０％程度の職員の削減を目標とする新たな職員定数削減計画

を策定し、計画的な削減を進めるとともに、事務事業の大幅な見直しにあわせた職員の再

配置を行います。

なお、平成２０年度に国民体育大会及び全国障害者スポーツ大会の開催が予定されてい

ます。大会運営の簡素効率化や他県施設の利用等新しい試みを検討しており、派遣社員の

活用やボランティアとの協働等の工夫をしたうえ、大会の運営にあたっては必要最小限の

対応にとどめます。

〔削減目標〕 １０％（約４６０人） （ 15基準：対象職員数４，６４５人）H
〔見直しの対象部門等〕

・市町村合併の進展を踏まえた地方機関の統廃合

・市制移行に伴う県福祉事務所の廃止

・総務系事務の一元化・集中化

・試験研究機関の統廃合

・特定の目的で個別に設置する地方機関等の整理統合

・現業業務の民間委託等

・公共事業部門の見直し 等

うち削減目標額１２億円】② 特別行政部門 ・・・【

ⅰ 教育委員会

○ 事務局職員（教員定数職員を含む）については、知事部局に準じた取組を行い、５

年間で１０％程度の削減を目標とします。

〔削減目標〕 １０％（約４６人） （ 15基準：対象職員数 ４５２人）H
〔見直しの対象部門等〕

・社会教育施設、教育事務所等地方機関の統廃合

・総務系事務の一元化・集中化

・現業業務の民間委託等 等

○ 小・中学校、県立学校の教職員については、児童・生徒数の減少等に伴う見直

しを行います。

○ 県が単独で配置している小・中学校、県立学校の教職員については、５年間で

１０％程度の削減を目標とします。

〔削減目標〕 １０％（約６５人） （ 15基準：対象職員数 ６５３人）H
〔見直しの対象部門等〕

・学校事務・現業業務の簡素化・効率化

・給食業務の民間委託等 等
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ⅱ 警察本部

悪化する治安の回復に向けて警察官の増員要求をするとともに、警察署・交番・駐在

所の大規模な統合再編等、治安体制の強化に取り組んでいるところですが、電話交換に

従事する現業職員等、事務職員の削減については、可能なものから実施します。

③ 公営企業部門

ⅰ 県立病院、県立三重病院

県立病院及び三重病院は、病院改革にあわせて、定数の削減を図ります。

〔削減目標〕検討終了分 ２．３％（１６人）

今後検討分 地方公営企業法の全部適用移行の検討とあわせ、さらな

（ ）る定数削減 15基準：対象職員数 ６９２人H
〔見直しの対象部門等〕

・平成１７年４月の総合周産期母子医療センターの整備にあわせた診療科、病棟の

再編等に向けて見直した臨床検査技師、看護師などの医療技術者や事務職員及び

現業職員(看護助手、調理員、理学療法助手等）を削減します。

・平成４年の新県病移行に際し見直した、庁務員、電話交換手、薬剤助手、ボイラ

ー技師などの現業職員については、退職不補充により削減します。

・今後さらに、業務の民間委託等により、職員定数の削減を検討します。

ⅱ 企業局

平成２１年頃に予定されている電力全面自由化により電気料金収入の低減化が進み、

経営環境が一層厳しさを増すと見込まれることから、これに的確に対応し経営の健全性

を維持していくため、組織の簡素・効率化や職員定数の削減を行います。

〔削減目標〕検討終了分 ４．２％（５人）

今後検討分 企業局の事業の将来的な民営化等の検討とあわせ、さら

（ ）なる定数削減 15基準：対象職員数 １１９人H
〔見直しの対象部門等〕

・交替制勤務体制の見直し等
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うち削減目標額２９１億円】（２）職員給与等の見直し ・・・【

うち削減目標額０．２億円】① 常勤の特別職等の給与の見直し ・・・【

常勤の特別職（知事、副知事、出納長、代表監査委員、企業局長）及び教育長の給料月

額の減額率の引き上げ及び三役（知事、副知事、出納長）の期末手当の減額を平成１９年

３月まで行います。

知事、副知事、出納長 １０％減額○ 給料月額

代表監査委員、企業局長、教育長 ５％減額

知事 ２０％減額○ 期末手当

副知事、出納長 １０％減額

うち削減目標額２９１億円】② 職員給与の見直し ・・・【

○ 平成１６年４月から平成１９年３月まで管理職手当を１０％減額するとともに、平成

１６年度中可能な限り早い時期から平成１９年３月まで給料を２％減額します。

○ 平成１５年７月の中期的な財政収支の試算では考慮していなかった、平成１５年人事

委員会勧告に基づく職員給与のマイナス改定に伴う減額分を今後５年間の影響額として

見込みます。

○ 平成１５年７月の中期的な財政収支の試算では考慮していなかった、総報酬制への移

行に伴う地方財政計画上の共済長期負担金率の見直し等による減額分を今後５年間の影

響額として見込みます。

うち削減目標額１億円】（３）県議会議員の報酬等の見直し ・・・【

行財政改革に率先して協力するという県議会からの提案により、県議会議員の報酬の減

額を平成１９年３月まで行います。

議長、副議長 １０％減額○ 報 酬

議員 ５％減額

うち削減目標額４３億円】（４）退職制度の見直し ・・・【

退職手当の見直し○

民間企業の実態を踏まえ、支給水準を平成１６年１月１日から３％、１７年１月１日

から６％、段階的に引き下げます。

あわせて、退職時の特別昇給についても見直します。

早期退職の促進○

職員の新陳代謝、定数削減計画の実効性を高めるため、現在満５０歳から満５９歳の

職員を対象とする退職希望者の募集を、満４０歳から満５９歳に拡大することにより、

早期退職を促進します。



- -26

（５）技能労務（現業）職の見直し

○ 現業業務のうち、県が直営で実施する必要性が少ないもの、非効率なもの、または、

社会経済情勢にそぐわなくなっている業務については、平成１６年度以降可能な限り早

い時期から、順次、その実施方法を見直します。

〔見直しの具体例〕

・職員を搬送する運転業務は、原則廃止し、公用車（職員本人の運転）または公共

交通機関、借上車等の利用とします。

・道路や河川等のパトロール業務は、非常勤職員の活用や民間活力の導入を一層進

めます。

・電子県庁の進展にあわせ、文書収受等の業務を効率化します。

・庁舎の維持管理業務の民間活力の導入を一層進めます。

・機械性能の向上にあわせ、電話交換など専任職員を配置している業務の見直しを

行います。

・給食業務について、民間活力の導入を進めます。

○ 全国で最も高くなっている技能労務（現業）職の給与水準について、適正な水準に是

正するため、平成１６年度中可能な限り早い時期から、給料表の構造を級制に見直すと

ともに、給料表の構造に起因する特別昇給の見直し等を行います。

○ 業務の見直しや給与水準の見直しとあわせて、昇任・昇格基準の整備や責任体制の明

確化を図るなど、技能労務（現業）職の位置付けを明確にします。

、 、 、 、○ 当分の間 新規採用の停止をするほか 平成１７年度以降 広域的な人事異動の実施

他の技能労務（現業）職への転任、行政職への任用替えなどを実施することにより、早

期に過員の解消を行います。
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（６）組織・機構の見直し

① 本庁の機構改革

○ 重点施策の効率的実施、政策形成機能の充実、部局間の事業調整機能の強化を図るた

め、本庁機構の見直しを行います。

、 、 、 、平成１６年度に 政策自治体への転換 県民との協働 横断的な施策展開を目指して

部の統合再編も含む抜本的な機構改革を実施します。

〔見直しの具体例〕

・企画文化部に、観光振興と地域振興の総合的な政策企画、調整などの業務を移管す

ることにあわせて「企画文化部」を「企画振興部」に 「商工労働観光部」を「商、

工労働部」に改めます。

・農林水産業と農山漁村地域の総合的、一体的な振興を図るため 「農政部」と「林、

業水産部」を統合再編し 「農林水産部」を創設します。、

・平成２０年度に開催される国民体育大会及び全国障害者スポーツ大会の開催方法を

抜本的に見直し、円滑な実施に向けた準備を行うため 「国民体育大会・障害者ス、

ポーツ大会局」を臨時的組織として設置します。

平成１６年度 知事部局再編図

〔平成１５年度〕 〔平成１６年度〕

知事 副知事 総務部 知事 副知事 総務部

企画文化部 企画振興部

福祉保健部 福祉保健部

生活環境部 生活環境部

商工労働観光部 商工労働部

農政部 農林水産部

林業水産部

土木建築部 土木建築部

（臨時・時限的組織）県立病院管理局

国民体育大会･障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会局

（ ）臨時・時限的組織

出納長 出納事務局 出納長 出納事務局

・部局横断的な課題への取組を促進し、横断的、総合的な施策展開が図られる体制を

整備するため、重要施策の総合調整機能を果たす組織や、各部局の類似した業務を

一元化した組織を設置します。
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〔 平成１６年度設置 〕

県民活動支援室 （ＮＰＯ、ボランティア等との協働に係る企画調整）

観光・地域振興局 （魅力ある地域づくり、まちづくり、自然保護・温泉業務、

国際交流の一体化、横断的な観光振興施策の実施）

青少年･学事課 （青少年健全育成事業の総合調整、一体的な施策の展開、

県立大学・短期大学の一元管理及び公立大学法人化）

建設政策課 （農道、林道等を含む道路事業の企画調整）

工事検査室 （農･林･水産･土木工事に係る検査業務の一元化）

公園･生活排水課 （下水道、農業･漁業集落排水、合併処理浄化槽整備の企

画調整、事業実施の一元化）

○ 県に求められるニーズの変化や新たな課題に対して、迅速かつ柔軟に対応できる機動

的な組織体制を構築するため、意思決定の段階を少なくするフラット化や、職員相互の

連携がとれやすいグループ制・スタッフ制の導入などを進めます。

〔見直しの具体例〕

・部長の全般的な補佐として配置していた「次長」職を廃止し 「審議監」を新設し、

ます。審議監には個別具体的な特命事項を所管させることにより、その責任と役割

を明確にするとともに、年度途中で発生した新たな課題に柔軟に対応できる体制を

目指します。

・平成１６年４月から知事部局において、課の再編とあわせて総括課長補佐等の中間

の職を廃止するなど、本庁の一部で組織のフラット化を試行します。

フラット化のイメージ図

〔現 行〕 〔フラット化組織〕

部 長 部 長

次 長 審 議 監

調整 特命事項

課 長 課 長 課内室長

調整

参 事(独任)

調整

課長補佐(総括･技術)

（係・担当・班） （担当・班）調整

参事、課長補佐、主幹 参事、課長補佐、主幹係長、主幹、副主幹

○ 教育庁において、学校教育指導と教職員人事の一本化を図り、相互補完機能を高める

とともに、組織の簡素化を図ります。

〔見直しの具体例〕

・平成１６年４月に「教職員第一課 「教職員第二課」及び「学校教育課」を 「義」、 、

務教育課」及び「高校教育課」に再編するなどの機構改革を行います。
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② 県立病院・三重病院の経営健全化

○ 「県立病院」及び「三重病院」について、経営の権限と責任の明確化を図り、経営

健全化に向け、平成１８年度からの地方公営企業法全部適用移行を実現するため、本

庁の管理組織を改めます。

○ 県立病院及び三重病院の経営改善に向けた県立病院改革を推進するため、平成１６

年度から、県立２病院の地方公営企業法全部適用移行までの臨時的組織として、本庁

内に福祉保健部から独立した部並びの「県立病院管理局」を設置します。

○ 業務の民間委託の推進や臨時・非常勤職員の活用など経費の削減に努めます。

③ 地方機関の統廃合・簡素化

ⅰ 市町村合併に伴う地方機関の統廃合

○ 「地方振興局（１２箇所 「県税事務所（７箇所 「保健所（９箇所 「土木）」、 ）」、 ）」、

事務所（１２箇所 」など各地方行政機関について、市町村合併による圏域の動向、）

（ ）交通体系・情報通信基盤の整備等の情勢変化を踏まえて見直し 所管区域の広域化等

を進めます。

、 「 」○ 所管区域の広域化により県民サービスが低下しないよう 広域化後の 地方振興局

を核とした、県民サービスの維持向上を図る組織上の仕組みを構築します。

〔見直しの具体例〕

・総合相談窓口の設置

・ワンストップサービスの実施

・本庁からの権限移譲

・児童等福祉機能の新設 等

○ 市町村合併により市に移行し、独自で福祉事務所を設置することになるため、合併

前の町村を所管する県の「福祉事務所」を廃止します。

市町村合併後の新市への事務移譲を円滑に行うため、町村職員の派遣研修を受け入

れるほか、地域での福祉行政のあり方を検討するなど、県福祉事務所廃止に向けた準

備を行います。

〔対象機関〕

・日出・大分・佐伯・三重・日田・宇佐福祉事務所

○ 市町村合併による、新市の教育委員会の体制整備にあわせ 「教育事務所」の機能、

を見直し、所管区域の広域化等による教育事務所数の削減等を進めます。

〔対象機関〕

・中津、別府、大分、佐伯、竹田、日田教育事務所
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ⅱ 地方機関の簡素化等

県外事務所、その他個別の地方機関について、業務のあり方を見直し、統廃合・縮小

を行います。

○ 業務執行体制の見直しに的確に対応した組織機構の見直しを行います。

〔見直しの具体例〕

・自動車税の賦課徴収体制を見直し、平成１６年４月から「自動車税事務所」を廃止

し、賦課徴収を各県税事務所で実施します。

・ 東京事務所 「大阪事務所」の内部組織を改正し、効率的な体制に縮小します。「 」、

・ 計量検定所」の施設移転と業務のあり方の見直しを検討します。「

・地域農業改良普及センターの必置規制の廃止等、農業改良助長法の改正が予定され

、 「 」 。ていることから 地方振興局内の 農業振興普及センター のあり方を見直します

○ 「治安体制強化プラン」に基づき、警察本部組織の見直しを行います。

〔見直しの具体例〕

・平成１６年度以降、空き交番の解消、繁忙交番や警察署の夜間体制の強化を図るた

め、治安情勢に即して交番、駐在所を統合再編します。

・人員の効率的な運用を図り、増加する犯罪等に的確に対応できる組織を構築するた

め、警察署の統合再編を検討します。

○ 市町村合併後の地方機関の統合再編を見据えて、特定目的のために設置されている

小規模地方機関について、設置目的の達成状況等を見極め、整理・統合を行います。

〔見直しの具体例〕

・大分スポーツ公園内に設置した「スポーツ公園建設部」を、事業規模の縮小にあわ

せて、平成１６年４月から大分土木事務所に統合します。

・ 大野土地改良事業事務所」及び「大野川上流開発事業事務所」を所在する地域の「

地方振興局内に統合することを検討します。

④ 試験研究機関等の見直し、外部評価の導入

○ 地方独立行政法人の制度化を踏まえ、試験研究の分野で県が果たすべき役割を明確に

、 、したうえで 試験研究にかかる外部評価制度の導入などにより研究テーマ・成果の評価

人材・予算の集中化、効率化を進めます。

〔見直しの具体例〕

・平成１６年４月から、商工労働部内に県試験研究機関の研究開発、産学官連携、知的

財産権戦略の総合調整を図るため「産業技術開発室」を設置します。

・平成１６年４月から、農業関係試験研究機関管理の所管部門を一元化し、より有効な

、 「 」試験研究課題の設定 効率的な研究体制の整備を図るため農林水産部に 研究普及課

を設置します。
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、 、 、 、○ 研究分野ごとに 機関 支所・分場 試験地等を設置している試験研究機関について

類似・共通分野の再編統合など簡素効率化を進めます。

〔見直しの具体例〕

・平成１６年４月から 「産業科学技術センター」と「県・産業技術総合研究所研究交、

流センター」を統合し、より効果的な国との共同研究体制の構築を図ります。

・平成１７年度を目途に「農業技術センター 「農水産物加工総合指導センター 「柑」、 」、

橘試験場 「温泉熱花き研究指導センター 「畜産試験場」の農業関係の試験研究」、 」、

機関を統合します。

・農業関係の試験研究機関と「林業試験場 「きのこ研究指導センター 「海洋水産」、 」、

研究センター」等との連携方策、組織のあり方も検討します。

○ 分析等、民間との競合部門について委託等による簡素効率化を推進します。

〔見直しの具体例〕

・ 衛生環境研究センター」における分析業務の民間委託を進め、体制の簡素化を実施「

します。

⑤ 総務系事務の一元化

組織機構をスリム化して、人件費の削減を図るとともに、政策企画立案業務への人的資

、 、 、 （ ） 、源の集中を図るため 職員の給与 旅費 福利厚生等の庶務業務を一元化 集中処理 し

組織体制を簡素化します。

〔見直しの具体例〕

・知事部局及び教育庁の本庁各課で処理されている庶務業務について、組織フラット化

の検討との整合を図りながら一元化を進めます。

・市町村合併後の地方機関の統合再編を見据えて、各地域ごとに、それぞれの地方機関

で個別に処理されている総務系事務の一元化を検討します。

⑥ 地方独立行政法人への移行等の検討

地方独立行政法人法の施行にあわせ、同法の対象機関について、地方独立行政法人への

移行等の検討を進めます。

〔見直しの具体例〕

・平成１６年４月に、生活環境部に県立大学、短期大学を一元的に所管する「青少年・

学事課」を設置し 「看護科学大学 「芸術文化短期大学」について、公立大学法人、 」、

への移行や県内の他大学との統合を検討します。

・試験研究機関の再編統合を進めるなど、試験研究の効率性を高めながら、地方独立行

政法人への移行を検討します。

⑦ 民営化等の検討

企業局が実施している事業に係る規制緩和が進行している状況に鑑み、企業局の事業の

将来的な民営化、民間への譲渡、企業局の地方独立行政法人化を視野に入れた検討を進め

ます。
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歳入確保策

１ 県税収入等の確保対策 確保目標額３０億円】・・・【

（１）徴収強化

自動車税等については、夜間及び休日における訪問徴収や早期差押え等により滞納整理

の強化を図ります。

個人県民税については、市町村に対し徴収強化の要請を行うとともに、共同滞納整理を

実施し、また、必要に応じて県が徴収の引継ぎを受けることとします。

（２）課税対策

法人二税（法人県民税、法人事業税）に係る不申告法人への催告強化や未届法人の調査

徹底により、その一掃を図ります。

軽油引取税については、近隣県と連携して不正軽油の撲滅に向けた取り組みを行うとと

もに、脱税防止のための調査を強化します。

２ 県有財産の売却、有効活用 確保目標額２３億円】・・・【

うち確保目標額１５億円】（１）土地の早期売却等 ・・・【

① 処分可能な土地の早期売却

将来にわたって利用計画がない土地や、他施設等で代替可能な施設用地等、処分可能な

土地について、県有財産利活用計画（仮称）に基づき、積極的に売却します。

また、県庁ホームページに売却情報を掲載するなど、広く県民に周知したうえで一般競

争入札を実施するほか、媒介制度の導入や公募抽選方式等を検討することにより、売却を

円滑に進めます。

処分可能な土地の例

○旧衛生環境研究センター跡地 大分市芳河原台６４６－４外 １１，４６７．７５㎡

○旧新生養護学校跡地 大分市南春日町９２８－１０外 ５，５４８．００㎡

○旧厚生学院跡地 大分市寿町２－６ ２，９９０．５１㎡

○旧文化財資料室跡地 大分市舞鶴町１丁目６７ １，８６１．５２㎡

○旧計量検定所跡地 大分市舞鶴町２－１３２１－２ １，３８８．５３㎡

○旧大分市敷戸単身者住宅跡地 大分市敷戸南町１１８２－１３５ １，１８２．７９㎡

○旧県独身寮跡地 大分市舞鶴町１丁目８０ １，１５８．２３㎡

○旧別府県職員住宅跡地 別府市浜脇１丁目４０７８番４２ ７７５．６６㎡

○旧別府警察署独身寮跡地 別府市鶴見大野地４２６６番３外 ７１０．９１㎡

○旧県立病院院長宿舎跡地 大分市新町７０番地 ３９５．１７㎡

○旧浜警察官駐在所跡地 大分市大在浜２丁目３０７番 ３０１．５１㎡

○大分県自動車運転免許試験場 大分市賀来南１丁目１１２５番１外 ４２，５７９．３４㎡

（平成１７年度末移転予定）
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② 廃止・移転施設用地等の売却・有効活用

行財政改革による廃止・移転等により、平成２０年度までに処分可能となる土地等につ

いて、売却・有効活用を検討します。

廃止・移転等により売却・有効活用を検討する土地等の例

○計量検定所 大分市錦町３－３－６ １，９０８．３０㎡

○荷揚町体育館 大分市荷揚町５－４３ ３，６０４．０６㎡

○春日浦野球場 大分市王子北町５－４０ ２３，１０６．９０㎡

○駄原庭球場 大分市大字駄原塚田１２７７外 １０，９１２．００㎡

うち確保目標額８億円】（２）公舎等の見直し ・・・【

○ 知事公舎

知事公舎（大分市荷揚町 ３，６９２．６８ ）の見直しについて、県有財産利活用等㎡

検討委員会等において検討し、平成１６年９月末までに決定します。

うち確保目標額８億円】○ 副知事・出納長宿舎等 ・・・【

県内各地にある職員宿舎等の必要性を精査し、廃止、売却、有効利活用を進めるなど、

現在使用している県有財産についても処分を検討します。

〔見直しの具体例〕

・大分市舞鶴町に所在する副知事、出納長宿舎（１，９４２．９４ ）及び舞鶴幹部宿㎡

舎（９，５７４．４３ ）については、周辺環境に配慮し、これらを一体化した売却㎡

等による民間開発を促進します。

・東京事務所平町所長・職員宿舎（東京都目黒区平町 ７５６．６９ ）について、土㎡

地及び家屋の売却を促進します。

・各地方振興局長等の宿舎について、売却を促進します。

うち確保目標額０．３億円】（３）県有財産貸付料等減免の見直し ・・・【

利用と負担の公平性や明確化を進める観点から、県有財産の貸付料及び使用料に関する

減免基準を見直し、貸付料及び使用料収入の確保を図ります。

３ 県債の活用 確保目標額５９億円】・・・【

、 、 。歳入確保のために プライマリーバランスや県債残高を考慮しながら 県債を活用します
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４ その他 確保目標額１７２億円】・・・【

うち確保目標額６億円】（１）使用料・手数料の見直し ・・・【

各種行政サービス水準と適正な受益者負担のあり方を踏まえ、国の動向や地方交付税の

積算単価、九州各県との比較等により金額の妥当性を精査し、見直しを行います。

うち確保目標額１億円】（２）県営住宅家賃・貸付金等の滞納整理強化 ・・・【

うち確保目標額１億円】○ 県営住宅家賃 ・・・【

県民負担の公平性確保の観点から、県営住宅家賃の滞納整理の強化策として、即決和

解などの法的措置対象者を拡大します。

○ 県立病院医業未収金

法的措置の実行も含め、医療費個人負担の滞納整理を強化します。

○ 中小企業設備導入資金

県民負担の公平性確保の観点から、交渉による回収や法的措置の実行等による滞納整

理に一層努めます。

うち確保目標額１６億円】（３）分担金、負担金の見直し ・・・【

事業の目的や効果等に応じた適正な受益者負担のあり方について検討し、地方特定道路

整備事業負担金等の見直しを行います。

うち確保目標額１３３億円】（４）特定目的基金の臨時的活用 ・・・【

すべての基金について、一般会計に繰り入れて複数年度間運用できるよう規定の整備を

行います。

また、果実運用型基金については、低金利により本来の設置目的の達成が困難な状況に

あることから、取り崩しによる積極的な活用を図ります。

うち確保目標額１６億円】（５）新税の検討 ・・・【

うち確保目標額６億円】○ 産業廃棄物税 ・・・【

循環型社会の構築に向けた財源の確保と産業廃棄物の排出抑制等を図るため、産業廃

棄物税の導入の検討を進めます。

うち確保目標額１０億円】○ 森林環境税 ・・・【

地球環境の保全、県土の保全と水源のかん養等を推進するための財源として、森林環

境税の検討を行います。
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職員の意識改革促進策

変革の時代に県庁が県民ニーズに的確に応えていくためには、職員一人ひとりの意識改革

が不可欠です。

そのため、職員一人ひとりが、

・県民を中心に据え、県民の思いや現場の声を正面から受けとめる

・先例踏襲主義やタテ割り行政を排除し、県庁の中に「時代の風」や「外の風」を持ち込

むという柔軟な発想を持つ

・主体的に行財政改革に参画し取り組む

という３つの視点を持ち、できるものについては迅速に実行し、どうしてもできないものに

ついてはその理由をよく説明する「ノーと言わない県庁 「ノーと言わない職員」を目指し」

ます。

（１）職員提案の実施

職員一人ひとりが行財政改革の主体としての認識を持つとともに、県が抱える課題の洗

い出し及び解決に資するよう、行財政改革に関する職員提案を定期的に募集します。

また、庁内の若手職員で構成する「ゼロからの見直し」提案改善委員会を設置し、全庁

的な業務に関する提案や実施が困難、または、時間を要する提案等を集中的に検討するな

どにより、職員提案を改革の具体策として可能な限り実現するよう努めます。

（２）職員の能力や実績を重視する新人事制度の検討

能力等級制の導入やそれに基づく任用制度、給与制度、人事評価制度などを内容とする

国の公務員制度改革の動向を見極めながら、職員の能力や実績をより重視する新しい人事

、 。制度について検討を進めるとともに 新制度の導入に向けて職員の意識改革を促進します

〔見直しの具体例〕

、 、 、・管理監督者が 所管事業の目標管理 部下職員の育成指導等について自己評価を行い

管理監督者としての自覚を促し、マネジメント能力の向上を図ります。

・各所属長が部下職員の特性、長所、健康状態、職務上の目標や課題等について、より

綿密に把握し、適宜適切な人事管理と人材育成を行うため、平成１６年度以降、年度

当初に各職員に対して個別面接を実施します。

・自治大学校や中央省庁への研修派遣に関して実施している庁内公募制をさらに拡充

し、意欲のある職員を多方面にわたり、積極的に登用します。

・民間分野との人事交流を活発化させ 「外の風」を感じ、コスト感覚を養うなど、職、

員の意識改革を進めます。

（３）職員研修の充実

自己決定、自己責任という基本的な認識の下に、自分の能力は自ら開発し、自己研鑽に

取り組む職員を支援する研修体系への転換を図り、平成１６年度から実施します。

特に、職員自らがキャリアアップに必要な講座を適宜選択して受講する仕組みを導入す

ることにより、職員の自己改革意欲を喚起するよう大幅な見直しを行います。
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また、平成１７年度を目処に、職員研修の成果を、適材適所の観点から実際の人事配置

に反映するシステムを整備します。

〔見直しの具体例〕

・受講対象者が同時期に同内容の科目を一律に受講する従来の画一的な研修手法をあら

ため一定の年限内で、各々の担当業務の状況に応じた時期に、自らが必要とする科目

を選択受講してキャリアアップに努める方式を平成１６年度から導入します。

・政策自治体への変革を指向し職員一人ひとりの政策形成能力を高めるため、平成１６

年度から「ニューパブリックマネジメント」 「リスクマネジメント 「公共マーケテ※ 」

ィング」 など、これからの県職員に求められる実践的、実務的な研修科目の充実を※

図ります。

※「ニューパブリックマネジメント（NPM；New Public Management 」とは、）

公共部門においても企業経営的な手法を導入し、より効率的で質の高い行政サービスの提供を目指す

という行政運営の考え方

※「公共マーケティング」とは、

行政と住民等がグローバルな視点に立ち、相互理解を得ながら地域の実情等を的確に捉え、協働して

特色のある地域を創造するための総合的活動

（４）その他の見直し

職員の意欲を高め、仕事に対する意識改革を促進するとともに、従来の慣例、慣行にと

らわれない効率的な人事制度の確立に向けて見直しを行います。

〔見直しの具体例〕

・職員一人ひとりが、県民全体の奉仕者としての自覚を高め、県民の立場に立った行政

サービスの向上に努める姿勢を徹底するため、平成１６年４月から名札の着用を行い

ます。

・平成１６年度定期異動から、採用、退職など身分の得失に係る場合を除き、異動に伴

う各職員への辞令書の交付を廃止し、辞令交付式を行わず、事務の簡素、合理化を図

ります。

・平成１６年度定期異動から、事務職と技術職、または、異なる技術職相互間の人事交

流をより促進させ、職の区分にこだわらない幅広い人材活用に取り組みます。
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〔職員提案等を契機に見直す主な改善策〕

本プランを策定するに当たり、行財政改革や事務事業の改善に係る「ゼロからの見直し

職員提案」を全職員から広く募ったところ、５，７０２件の提案が寄せられました。

この全ての提案について、担当部局において、前例にとらわれることなく実現に向けて

ゼロから検討した結果、以下のように多くの改善策がこの職員提案等を契機に実現するこ

とになりました。

また、改善案作成にあたっては、若手職員で構成する「ゼロからの見直し提案改善委員

会」と担当部局が検討し、改善が実現する例（下記の事例で（＊）を付した改善策）もあ

ります。

提案した職員、改善策を検討した担当部局、そして提案改善委員会委員のそれぞれが、

全庁を挙げてともに検討し、改革・改善を導き出し、県庁内に新しい風を送り込んだ意義

を鑑み、今後とも職員の意識改革の波を広げていきます。

○ 外部からの意見を踏まえた行財政改革の推進

民間の学識経験者等で構成する「大分県行財政改革推進委員会」等を設置するととも

に、県民意見募集手続き（パブリックコメント）による県民の皆様からの意見等を踏ま

え、この行財政改革プランを策定しました。

○ 知事挨拶文の様式の簡素化（＊）

これまで指定された用紙で煩雑な作業が必要であった知事挨拶文の様式については、

パソコンに対応した簡素なものを取り入れ、事務処理の簡素化を図ります。

○ 臨時職員の採用等の見直し（＊）

平成１７年度から競争試験の結果により採用者の選考を行います。また、その配置総

数の削減を行うとともに、期末、勤勉手当についても見直します。

○ 臨時職員の業務内容の見直し（＊）

各所属に臨時職員の業務の見直しを求めるとともに、臨時職員が行う業務、廃止する

業務等を具体的に示すこととし、職員にもその内容を周知徹底します。

○ 職員研修の見直し

平成１６年度から従来の一般研修（階層別研修）の一部を改めて「キャリアアドバン

」 、 。ス研修 を設け 職員自らが必要な講座を適宜選択して受講できる仕組みを導入します

○ 農政部と林業水産部の統合（＊）

平成１６年度から農政部と林業水産部を統合し農林水産部を設置します。

○ 組織のフラット化の試行（＊）

、 （ 、平成１６年度から一部の組織で意思決定の迅速化を図るため フラット化 課長補佐

参事等の廃止）を試行します。
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○ 地方機関の統合等の検討

市町村合併の進展に合わせ、地方振興局など各地方行政機関については、所管区域の

広域化等の検討を進めます。

○ 試験研究機関の見直し

地方独立行政法人の制度化を踏まえ、試験研究にかかる外部評価制度の導入などによ

り、研究テーマ・成果の評価、人材・予算の集中化、効率化を進めます。

○ 総務系事務の一元化（＊）

本庁各課及び地方機関でそれぞれ行っている給料や旅費支給、福利厚生等いわゆる総

務系事務を一元化（集中処理）し、組織の簡素化を図ります。

○ 職員の名札着用（＊）

県民サービスや職業人としての意識、庁舎内のセキュリティ等の向上のため、知事以

下非常勤・臨時職員も含めて全ての職員に対して名札の着用を義務付けます。

○ 辞令書・辞令交付式の廃止

職員の採用、退職時等一部の場合を除き、辞令書を廃止します。また、従来行ってい

た辞令交付式も廃止します。

○ 職員の潜在能力の活用（人材バンク）の検討

限りある人的資源を積極的に活用し、円滑な職務運営を行う上で有効な手法のため、

職員の詳細な資格・能力の把握方法や分類の方法等を検討します。

○ 技術職員の異動分野の拡大

既に一部の事務系職場には技術職員を配置していますが、今後はさらに多くの分野へ

の技術職員の配置を検討します。

○ 公務旅行旅費計算の簡略化等（＊）

平成１６年４月１日から日当を廃止し、支給区分を簡略化した旅行雑費を支給するな

ど、旅費計算事務の簡素化を図るほか、包括割引航空券等の利用を前提にしたより低廉

な支給へ切り替えます。

○ 閉庁日の県庁駐車場の活用（＊）

国、県が関係するなど公的な事業で駐車場を使用する場合は、主催者が管理責任を負

うことを前提に、内容を審査した上で個別に対応します。

○ 県庁舎管理の見直し検討

コスト削減に向け、受付業務、清掃委託業務等の内容の見直しを行います。

○ 女性職員事務服貸与の廃止

、 。女性のみに貸与する必要性が薄れていることから 平成１６年度から貸与を廃止します
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○ 職員住宅のあり方の見直し検討

通勤範囲の拡大など住宅事情が大きく変化していることから、職員住宅の新設、建替

も含めた今後の職員住宅のあり方について、見直しを進めます。

○ 大規模施設等の見直し

職員提案の趣旨等を踏まえながら、大規模施設等のあり方、維持管理体制、営業方法

等を見直します。

○ 電子県庁の具体化及び推進

電子県庁の構築に向け、電子申請等受付システム、行政文書管理システムを開発し、

用紙代や郵送費の節約を図ります。また、電子入札システムの平成１８年度の一部稼動

に向けた検討を行います。

○ 機密漏洩防止のための廃棄パソコン一元処理の実施（＊）

各課で購入したパソコンを処分する際には、機密漏洩防止と効率化の推進のため、一

定のルールの下、機器廃棄とデータ消去を一元的に行います。

○ 新しい大分県づくりの総合ビジョンの策定

本県を取り巻く社会経済情勢等を十分に踏まえ、平成１６年度から新しい大分県づく

りの総合ビジョンの策定に着手します。

○ 外部評価委員会の設置

施策・政策の方向性を検証する「施策・政策評価」の導入に当たり、有識者等から構

成される外部評価委員会を設置します。

○ 平成２０年開催予定の国民体育大会運営の簡素・効率化等

大分国体開催運営の簡素・効率化等を図ります。また、周知方法の一案として、国体

Ｔシャツの着用について検討します。

○ 車いすマラソンの運営方法の見直し（＊）

式典内容や表彰方法等を見直し、大会運営の簡素化、時間短縮を図ります。また、障

害者スポーツ振興団体の育成とあわせ、大会への県の関与を見直します。

○ 保健所の一般クリニック及び事業所検診の廃止

民間医療機関等の充実や保健所が行うべき業務、コスト等を考慮し、保健所の健康診

断業務（一般クリニック）及び事業所検診を廃止します。

○ 点字図書館の管理運営委託の実施

点字図書館の管理運営を民間委託することを検討します。

○ エコオフィス活動による節約

エコオフィス活動及び地球温暖化対策実行計画により、印刷消耗費、光熱水費等の削

減及びリサイクルの徹底を進めます。
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○ 「県民活動支援室」の新設

ＮＰＯやボランティアの活動を支援する窓口を一元化し、支援メニューも充実させる

ことで、行政との協働を進めます。

○ 郡消防協会事務局の移管

消防諸団体相互間の連絡調整等を行う郡消防協会の事務局を現在の地方振興局内か

ら、市町村合併後の新市に移管するよう指導し実施します。

○ 各地方振興局企画商工課と労政課との統合

地方機関における商工行政と労働行政の連携強化、一体的な業務の遂行のため、平成

１６年度から佐伯南郡、日田、中津下毛の各地方振興局企画商工課と労政課を統合し、

企画商工労政課を設置します。

○ 農政部と林業水産部の工事経理システムの経費節減

、 、 、両部の統合に合わせ 現在開発中の新システムについて サーバー機の共用等により

維持管理経費の節減を図ります。

○ 県農業祭のあり方の見直し

県農業祭のあり方について、団体主導、県負担の減少の方向で見直しを行います。

○ 地方振興局内の大分県農業会議支部事務局廃止の検討

各地方振興局内に設置している県農業会議支部事務局については、平成１８年度まで

に廃止する方向で検討します。

○ カボたんの有効活用について（＊）

全国都市緑化フェアにおいて人気を博したカボたんについて、今後はカボス振興等に

おいて有効活用を図ります。

○ 入札制度の改正の検討

一般競争入札の拡大や郵便入札等を含め、入札制度の総合的な改正を検討します。

○ 公共事業の「事前評価」の導入及び「事後評価」の検討開始

「事前評価」を平成１６年度から導入し、一定規模以上の事業については、第三者委

員会の意見を聞き評価を行います。また 「事後評価」の実施に向けた検討作業を開始、

します。

○ １．５車線的道路整備のケーススタディ開始

． 、 、２車線改良に限定しない１ ５車線的道路整備について 地元の合意形成を得ながら

平成１６年度からケーススタディを開始します。

○ アダプト制度（里親制度）等導入検討

道路沿線や河川の草刈等に地元団体等によるアダプト制度（里親制度）の導入を検討

するなど、ボランティアとの協働による環境美化活動の拡大を図ります。



- -41

○ 「ＩＰ電話」の導入検討

ＩＰ電話（インターネットで使われる通信手順を活用した電話）について、普及状況

を踏まえながら導入について検討します。

○ 軽自動車の導入（＊）

経済性と環境性を考慮し、業務や運行距離等を勘案の上、公用車両更新の際に軽自動

車の導入を行います。

○ 電話交換業務の見直し

電話交換業務の民間委託等について、現有設備の更新時期とあわせて検討します。

○ 処分可能な土地の早期売却

宅地建物取引業者に仲介を依頼（媒介制度の導入）するなど、積極的に売却処分を行

います。

○ 金額の低い支払における見積書の廃止の検討

金額の低い支払いの見積書について、各県の状況を調査の上、会計事務の効率化の観

点から廃止の方向で検討します。

○ 旅費の口座振込による支払い検討

職員に対する旅費支給について、効率化、安全性等の確保の観点から、現行の現金支

給払いから口座振込払いへの切替について検討します。

○ 教育事務所の整理・統合

市町村合併による、新市の教育委員会の体制整備にあわせ、県と市町村の役割を明確

にしながら、新市教育委員会の主体性を重視した見直しを行います。

○ 社会教育施設等の整理・統合

類似の機能を有する施設や代替施設の充実にあわせ、県立青少年教育施設や体育施設

等を整理・統合します。

○ 警察署の統廃合

街頭犯罪を抑止する体制等の強化を目的として策定した治安体制強化プランに基づ

き、警察署の統合再編を含め、組織の効率的な運営を図ります。

○ 信号灯器のＬＥＤ化

電気料、電球代などのランニングコストの削減や球切れに伴う混乱防止等のため、今

後とも可能な範囲で順次導入していきます。
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Ⅳ 改革による収支の改善予測（中期的な財政収支の試算との比較）

〔歳出削減・歳入確保一覧表〕

＜歳出削減策＞　(一般財源ベース）

33.9 3.8 6.7 7.5 7.9 8.0

29.4 3.5 5.9 6.6 6.7 6.7

11.1 1.5 2.4 2.4 2.4 2.4

3.9 0.4 0.5 1.0 1.0 1.0

1.9 0.3 0.4 0.4 0.4 0.4

4.6 0.4 0.9 1.1 1.1 1.1

2.0 0.2 0.4 0.4 0.5 0.5

5.9 0.7 1.3 1.3 1.3 1.3

1.8 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4

0.8 0.2 0.2 0.2 0.2

1.9 0.3 0.3 0.6 0.7

17 3 8 11 △ 10 5

37 4 6 8 9 10

677 102 113 139 150 173

13 1 1 1 10

28 6 6 5 6 5

15 3 3 3 3 3

145 7 16 30 40 52

△ 70 △ 10 △ 20 △ 20 △ 20

271 34 44 66 65 62

50 6 8 9 11 16

225 45 45 45 45 45

406 74 82 89 78 83

1,170.9 186.8 215.7 254.5 234.9 279.0
　　※平成１６年度の選択・集中分野特別枠については、各項目に計上済

＜歳入確保策＞

30 2 4 6 8 10

23 5 1 △ 2 14 5

59 24 35

172 4 25 22 61 60

284 11 30 26 107 110

1,454.9 197.8 245.7 280.5 341.9 389.0

（３） 補助費等の見直し

（２） 物件費の縮減等

（４） その他の物件費・補助費等の見直し

（５） 選択・集中分野特別枠事業の実施

（６） 投資的経費の削減

（７） その他の経費の見直し

（８） 予算の節約

１　県税収入等の確保対策

２　県有財産の売却、有効活用

１７年度 １８年度

４　その他

５　総人件費の抑制

３　県債の活用

（１） イベント、大会、講演会等の見直し

取　　組　　項　　目

取　　組　　項　　目

歳　出　削　減　策　合　計

合　計

３　公社等外郭団体等の整理・統合

改　善　計　画　額　合　計

歳　入　確　保　策　合　計

１　大規模施設等の見直し

①県立総合文化センター

②別府コンベンションセンター

４　事務事業の選択と集中

１６年度
(単位：億円)

１７年度 １８年度

２　新たな施設の整備の見直し

２０年度

③大分農業文化公園

④大分香りの森博物館

⑤マリンカルチャーセンター

⑥大分スポーツ公園総合競技場

１９年度

１９年度 ２０年度合　計

（１） 大規模施設の見直し

（２） 青少年教育施設の見直し

（３） 体育施設の見直し

（４） 社会福祉施設の見直し

１６年度
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〔改革後の中期的な財政収支の試算〕

改革後の県債残高等の将来推計

731 1,024 1,307

3,748 3,756 3,641 3,527 3,431 3,347

1,576 1,804
2,004

1,183

1,109 1,106

954 929 1,006
957

1,066

1,139

1,300

1,231
1,185

952
902

921

1,011

1,067

1,141

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度億円
400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

億円

実質県債残高 臨時財政対策債 県債発行額 元利償還額 元金償還額

9,988
10,033 10,041 10,036 10,035 10,033

9,009 8,734
8,460 8,231 8,029

9,257

　　　     　（単位：億円､%）

金　額 伸　率 金　額 伸　率 金　額 伸　率 金　額 伸　率 金　額 伸　率 金　額 伸　率

 県         税 921 -7.6 945 2.6 986 4.3 1,022 3.7 1,055 3.2 1,095 3.8

歳  地方交付税 1,997 -6.6 1,845 -7.6 1,814 -1.7 1,783 -1.7 1,649 -7.5 1,598 -3.1

 国庫支出金 1,274 -7.0 1,199 -5.9 1,158 -3.4 1,124 -2.9 1,106 -1.6 1,095 -1.0

957 11.2 954 -0.3 929 -2.6 1,006 8.3 1,066 6.0 1,139 6.8

※　(406) 71.4 ※　(291) -28.3 ※　(286) -1.7 ※　(281) -1.7 ※　(260) -7.5 ※　(252) -3.1

入  そ　　の　他 1,060 -2.5 1,055 -0.5 1,058 0.3 1,048 -0.9 1,107 5.6 1,095 -1.1
 合　　　　 計 6,209 -3.8 5,998 -3.4 5,945 -0.9 5,983 0.6 5,983 0.0 6,022 0.7

    ※　（　）は臨時財政対策債で県債の内数

 義務的経費 3,498 0.8 3,320 -5.1 3,287 -1.0 3,385 3.0 3,470 2.5 3,541 2.0

　うち人件費  1,903 -1.9 1,795 -5.7 1,749 -2.6 1,753 0.2 1,776 1.3 1,762 -0.8

歳 　うち扶助費 409 -6.8 413 1.0 429 3.9 444 3.5 460 3.6 476 3.5

　うち公債費 1,186 8.6 1,112 -6.2 1,109 -0.3 1,188 7.1 1,234 3.9 1,303 5.6

 投資的経費 1,798 -7.2 1,650 -8.2 1,553 -5.9 1,490 -4.1 1,493 0.2 1,475 -1.2

　うち普建補助・直轄 1,059 -5.0 1,011 -4.5 967 -4.4 921 -4.8 915 -0.7 915 0.0

出 　うち普建単独 624 -10.8 537 -13.9 483 -10.1 466 -3.5 475 1.9 457 -3.8

 その他の経費 1,199 -5.1 1,174 -2.1 1,175 0.1 1,176 0.1 1,139 -3.1 1,172 2.9

 予算の節約 -45 － -45 0.0 -45 0.0 -45 0.0 -45 0.0
 合　　　　 計 6,495 -2.7 6,099 -6.1 5,970 -2.1 6,006 0.6 6,057 0.8 6,143 1.4

 要調整額(歳出－歳入） 286 101 25 23 74 121

＜要調整額に対する措置＞

財政調整基金繰入 50

減 債 基 金  繰 入 236 101 25 23 74 121

土地開発基金繰入 0

財政調整用基金残高 344 243 218 195 121

（注）土地開発基金の残高は、現金・預金ベース。

0

 県         債

　 17　年　度 　 18　年　度 　 20　年　度区    　　         分 　 15　年　度 　 16　年　度 　 19　年　度
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Ⅴ プラン策定後の取組方針

（１）行財政改革プラン実行の進行管理

この行財政改革プランは、夢と希望を持つことのできる「安心 「活力 「発展」の大」 」

分県政を実現するための財政基盤を構築することを目的として策定しました。

今後は、プランに記載された具体的な「歳出削減策 「歳入確保策 「職員の意識改革」 」

促進策」を着実に実行していく必要があることから、以下の取組を行います。

○ 行財政改革の趣旨・目的についての県民の皆様のご理解とご協力を得るため、プラン

の内容を、県庁ホームページ、県の広報誌等を通じて周知します。

○ プラン実行に向けた職員説明会を実施します。

○ 平成１６年度に設置される総務部行政企画課において、プラン実行に係る事務を所管

します。

○ 緊急行財政改革本部による内部的なプランの進行管理とともに、行財政改革推進委員

会による外部的なプランの進行管理を行います。

○ 行財政改革プランの実行状況を県議会・行財政改革特別委員会に報告するとともに、

県庁ホームページ等により県民の皆様に報告します。

（２）さらなる見直しの推進

公社等外郭団体の整理・統合については、今後さらに見直しを進める団体があることか

ら、外部の専門家を活用しながら、さらに重点的な取組を推進します。

また、行財政改革プランで「検討」と記述されている項目については、その検討状況に

ついて、緊急行財政改革本部及び行財政改革推進委員会等で報告します。

（３）行財政改革プランの改訂

今後の地方財政に対する国の方針等、状況の変化に応じて「中期的な財政収支の試算」

、 。を修正し これに合わせて行財政改革プランを改訂することが必要になる場合もあります

（４）県民の皆様のご理解とご協力

行財政改革を実行する過程では、県民の皆様にも、大規模施設の廃止、事務事業の縮小

などにより、少なからず痛みが伴うことも想定されますが、できる限り影響が少なくなる

よう努めますので、県民の皆様には、改革の趣旨・目的をご理解のうえ、行財政改革プラ

ンの実行に当たって、これまで以上のご協力をお願いいたします。
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資 料

１ 推進体制

（１）推進体制図

行財政改革プランの策定・実施

行財政改革推進委員会 緊急行財政改革本部 特定重要事項に係る専門会議報告 検討依頼

〈 15.10.21設置〉 〈 15.8.4設置〉 〈 15.10.9設置〉H H H← →

○ 県有財産利活用検討専門会議助言 提案/報告

委 員：学識経験者等 本 部 長：知事 〈 15.10.22設置〉→ ← H

○ 大規模施設管理検討専門会議２０名 副本部長：副知事、出納長

〈 15.10.14設置〉H

○ 公社等外郭団体改革ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ本 部 員：各部長等

１６名 ※ 必要に応じて設置

委員：不動産鑑定士、公認会計士

監査法人、学識経験者等

補 助 特定事項の調査研究

幹 事 会 庁内検討専門委員会

幹 事 長：副知事 ○ 県有財産利活用等検討委員会

副幹事長：総務部次長 ○ 行政組織等検討専門委員会

幹 事：各部局主管課長 ○ 各大規模施設ごとの検討専門委員会

等

※ 特定事項ごとに必要に応じて設置

庶 務 庶 務

事務局： 緊急行財政改革推進室 事務局： 各担当課協 議

（２）庁内組織

① 緊急行財政改革本部

ⅰ 大分県緊急行財政改革本部 （ 15.8.4設置）H
ⅱ 大分県緊急行財政改革本部幹事会 （ 15.8.4設置）H
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② 個別具体項目の検討専門委員会

ⅰ 大分県立総合文化センター検討専門委員会 （ 15.9.10設置）H
ⅱ 大分県立別府コンベンションセンター検討専門委員会 （ 15.9.12設置）H
ⅲ 大分農業文化公園検討専門委員会 （ 15.9.11設置）H
ⅳ 大分香りの森博物館検討専門委員会 （ 15.9.12設置）H
ⅴ 大分県マリンカルチャーセンター検討専門委員会 （ 15.9.9設置）H
ⅵ 大分スポーツ公園総合競技場検討専門委員会 （ 15.9.12設置）H
ⅶ 県有財産利活用等検討委員会 （ 15.9.18設置）H
ⅷ 地方独立行政法人化検討専門委員会 （ 15.9.1設置）H
ⅸ 行政組織等検討専門委員会 （ 15.9.1設置）H
ⅹ 「ゼロからの見直し」提案改善委員会 （ 15.10.29設置）H
大分県公共工事コスト縮減対策協議会 （ 9.8.18設置）ⅹⅰ H

（３）外部組織

① 行財政改革推進委員会

（ 15.10.21設置）ⅰ 大分県行財政改革推進委員会 H

ⅱ 大分県行財政改革推進委員会委員名簿

氏 名 役 職 等 備 考

安東 敏眞 大分県青少年団体連絡協議会会長 青少年・福祉

五十嵐 副夫 大分大学経済学部教授 学識経験者

岩本 義彦 大分県漁業士連絡協議会会長 水産業

内田 健 弁護士 学識経験者

小川 雅代 ㈲竹の井ホテル代表取締役社長 経済界

川崎 裕一 ㈱佐伯建設代表取締役社長 経済界

合原 眞知子 青年林業士 西日本観光㈱代表取締役社長 林業

古手川 保正 古手川産業㈱代表取締役社長 経済界

後藤 國利 臼杵市長 市町村

貞閑 孝也 公認会計士 学識経験者

嶋津 義久 大分県医師会会長 福祉・医療

鈴木 絲子 立命館アジア太平洋大学アジア太平洋学部教授 学識経験者

田辺 正勝 大分合同新聞社常務取締役編集主幹 報道

堤 聖子 前 大分県公立小･中･養護学校女性校長･教頭会会長 教育

戸高 禮子 服飾デザイナー 住民代表

二宮 伊作 大分県農業法人協会会長 農業

羽明 省三 日本労働組合総連合会大分県連合会会長 労働団体

開 静子 不動産鑑定士 学識経験者

藤本 昭夫 姫島村長 市町村

渡邉 正光 ㈱トキハインダストリー代表取締役社長 経済界

５０音順 任期：平成15年10月21日から平成17年10月20日まで（２年間）
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② 特定重要事項に係る専門会議

（ 15.10.9設置）ⅰ 県有財産利活用検討専門会議 H

県有財産利活用検討専門会議委員名簿

氏 名 役 職 等 備 考

佐藤 誠治 大分大学工学部教授

姫野 昌治 (株)大分銀行審査部長

池田 哲也 (社)全日本不動産協会大分県本部長

渡辺 陽一 (社)大分県宅地建物取引業協会会長

開 静子 不動産鑑定士

佐藤 次郎 出納事務局長

下仲 宏卓 総務部財政課長兼緊急行財政改革推進室長

任期：平成15年10月9日から平成17年10月8日まで（２年間）

（ 15.10.22設置）ⅱ 大規模施設管理検討専門会議 H

大規模施設管理検討専門会議委員名簿

氏 名 役 職 等 備 考

貞閑 孝也 公認会計士

木下 光一 不動産鑑定士

堀 精治 別府市旅館ホテル組合連合会事務局長

鶴田 浩一郎 鶴田ホテル㈱代表取締役社長

任期：平成15年10月22日から平成17年10月21日まで（２年間）

（ 15.10.14委嘱）ⅲ 公社等外郭団体改革アドバイザー H

公社等外郭団体改革アドバイザー名簿

氏 名 役 職 等 備 考

松野 博雪 監査法人 トーマツ

任期：平成15年10月14日から平成16年3月31日まで
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２ スケジュール等

（１）プラン策定までの経過

年 月 日 会 議 の 開 催 状 況 等

平成１５年

８月 ４日 緊急行財政改革本部 設置

第１回緊急行財政改革本部会議 開催

「ゼロからの見直し職員提案」 募集開始

総務部緊急行財政改革推進室 設置

８月 ８日 第１回緊急行財政改革本部幹事会 開催

８月２５日 第２回緊急行財政改革本部幹事会 開催

９月 １日 第２回緊急行財政改革本部会議 開催

９月 ８日 職員提案 締切

９月１２日 第３回緊急行財政改革本部幹事会 開催

１０月 ２日 第４回緊急行財政改革本部幹事会 開催

１０月 ６日 第３回緊急行財政改革本部会議 開催

１０月２０日 第５回緊急行財政改革本部幹事会 開催

１０月２１日 第１回行財政改革推進委員会 開催

１１月 ４日 第４回緊急行財政改革本部会議 開催

１１月２８日 第２回行財政改革推進委員会 開催

１２月１７日 第５回緊急行財政改革本部会議 開催

〔 行財政改革プラン（素案）策定 〕

１２月２２日 第３回行財政改革推進委員会 開催

１２月２５日 パブリックコメントの実施

平成１６年 （～２月１４日まで）

１月３０日 第４回行財政改革推進委員会 開催

３月１８日 第６回緊急行財政改革本部会議 開催

〔 行財政改革プラン 策定・公表 〕

３月１９日 第５回行財政改革推進委員会 開催予定

（２ 「ゼロからの見直し」職員提案の実施結果）

ア 提案件数 ５，７０２ 件

イ 部局別の提案件数

部 局 名 提案件数 部 局 名 提案件数

総務部 １,３０９ 県議会事務局 ４６

企画文化部 １２６ 人事委員会事務局 １６

福祉保健部 ５２２ 地方労働委員会事務局 １８

生活環境部 １３２ 監査事務局 ９５

商工労働観光部 ２８０ 企業局 ６

農政部 ８４２ 教育庁 ６４０

林業水産部 ３１８ 県警本部 ３６２

土木建築部 ６９７ 匿名希望 ２１９

出納事務局 ７４ 合 計 ５,７０２
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ウ 主な提案内容

提 案 項 目 件 数 主 な 見 直 し 内 容

印刷消耗費、光熱水費等の削減 ５７４件 ミスコピー用紙の再利用、新聞定期刊行物の購読見直

し、女性事務服の貸与見直し、冷暖房設定温度見直し

旅費の見直し ４０２件 日当の廃止、実費支給

大規模施設の見直し ３７３件 複数施設の見直し

（見直し提案施設名）

、 、 、ビッグアイ 大分農業文化公園 大分香りの森博物館

マリンカルチャーセンター、別府コンベンションセン

ター、県立総合文化センター

（見直し内容）

利活用策 170、売却 105、民間委託 56、廃止 35

手当等の見直し ２５５件 超勤縮減による手当抑制、能力給の導入、長距離通勤

者の削減、普及員手当等特勤手当の見直し

本庁の機構改革 ２４１件 農政部と林業水産部の統合、道路等公共部門（農道、

林道、県道等）の統合、部局横断プロジェクト

、 、現業業務の見直し ２２８件 運転業務の縮小廃止 138 道路パトロール業務委託 30

電話交換業務の廃止とダイヤルイン化 22、

（その他）監視業務の完全委託、用務員の廃止、給食

業務の委託、印刷業務の廃止

公用車の配置等見直し ２２１件 運転手付き公用車の見直し、軽自動車導入、台数削減

臨時職員の配置見直し １８１件 人員削減、採用方法の見直し

イベント見直し １７１件 イベント開催の意義を根本から見直す 61、国体見直

、 、し 33 農業祭・水産振興祭等農林水産祭の見直し 34

車いすマラソン見直し 18

組織の簡素化 １６４件 県央飛行場の見直し、職員研修所の見直し、県外事務

所の見直し

予算査定の見直し １３４件 各部局への査定権限移譲、各部局への枠配分

（３）パブリックコメントの実施結果

県では、政策決定に県民意見を反映させることを目的に、平成１４年度から「県民意見

募集手続に関する要綱」を制定し、基本的な計画・方針や県民に義務を課し、権利を

制限する条例等の素案を公表し、広く県民の意見を募集しています。

本行財政改革プランについても、この要綱に基づき意見募集を実施しました。

ア 募集期間

平成１５年１２月２５日（木）～ 平成１６年２月１４日（土）

イ 募集方法

ⅰ 郵送または直接、ⅱ ファクシミリ、ⅲ 電子メール

ウ 提出された意見等の公表

提出された意見を考慮してプランの策定を進めるとともに、各意見とそれに対する県

の考え方等を整理して公表します。
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エ 県民から寄せられた意見の概要等

○意見の提出者数 ３２２名

○有効意見の数 ４５８件

行財政改革プラン(素案)の項目 件 数 内 訳

８件行財政改革プランについて

Ⅰ 緊急に行財政改革を推進すべき必要性

本県財政の状況 ２１件 ○ 中期的な財政収支の試算について 4

行財政改革の必要性 ○ これまでの財政について 17

行財政改革の真の目的 ２件

Ⅱ 行財政改革の基本的な考え方

職員の意識改革 ３件

行財政改革の視点 １３件 ○ 選択と集中 7

○ 市町村との役割分担 1

○ 民間活力・経営感覚の導入 5

Ⅲ 具体的な改革項目及び数値目標

〔歳出削減策〕

大規模施設の見直し ４８件 ○ 大規模施設の見直し 13

・県立総合文化センター 1

・別府コンベンションセンター 1

・大分農業文化公園 7

・大分香りの森博物館 21

・マリンカルチャーセンター 2

・大分スポーツ公園総合競技場 3

新たな施設の整備の見直し ３件 ○ 国体関連施設の整備のあり方見直し 2

○ 大規模施設等の将来構想の見直し 1

公社等外郭団体等の整理･ 統合 ２件 ○ 公社等外郭団体の見直し 2

事務事業の選択と集中 ３６件 ○ 物件費の縮減等 17

・公用車の配置基準等見直し(2)

)・イベント、大会、講演会等の見直し(5

)・庁舎等施設の維持管理に係る委託料の見直し(2

・光熱水費の削減(2)

・旅費制度の見直し(2)

・臨時職員の削減等(4)

○ 補助費等の見直し 3

○ 投資的経費の削減 4

○ その他の経費の見直し 9

○ 事務事業評価の活用 1

○ 予算単年度主義の弊害除去 2

総人件費の抑制 ２９６件 ○ 職員定数の削減 140

○ 職員給与等の見直し 24

○ 県議会議員の報酬等の見直し 6

○ 退職制度の見直し 3

○ 技能労務（現業）職の見直し 13

○ 組織・機構の見直し 110

歳入確保策〕〔
県税収入等の確保対策 ３件 ○ 徴収強化 3

県有財産の売却、有効活用 ３件 ○ 処分可能な土地の早期売却 2

○ 公舎等の見直し 1

その他 ４件 ○ 新税の検討 2

○ その他 2 （県債の発行・国からの財源移譲）

１６件 ○ 職員の能力や実績を重視する新人事制度の検討 7〔職員の意識改革促進策〕

○ 職員研修の充実 1

○ その他の見直し 8



- -51

（４）平成１６年度機構改革の概要

（知事部局）

平成１５年度（現行） 平成１６年度（改革後） 改正内容等

・各部の次長を廃止し、特命事
項を所管する審議監を設置総務部 総務部

（部長1、企画調整次長1） （部長1、審議監1）
・行政企画課は、行政管理、行

知事室 知事室 政評価(企画文化部から)、行
行政企画課 財政改革、電子県庁(企画文

地方振興局 化部から)、横断的事務の調
総務課 県政情報課 整等を担当
県政情報室 法務室 ・県政情報課は、文書、情報公
県立芸術系大学設置準備室 開を担当

地方振興局 ・法務室は、法規訟務を担当
県立芸術文化短期大学 ・総務課の私学振興業務を青少

年・学事課に、庁舎管理業務
人事課 人事課 を用度管財課に、防衛施設関
職員課 職員課 連業務を消防防災課に移管
財政課 財政課 ・芸術文化短期大学を生活環境

東京事務所 部に移管
税務課 税務課 ・人事課の組織、行政管理業務
市町村振興局 市町村振興局 を行政企画課に移管
緊急行財政改革推進室 ・東京事務所を企画振興部に移

管
・市町村振興局地域振興業務を
観光・地域振興局に移管
・市町村振興局の自衛官募集に
関する業務を消防防災課に移
管

・企画文化部を企画振興部に名企画文化部 企画振興部
（部長1、報道官兼企画調整次長1） （部長1、審議監1） 称変更

企画調整課 企画調整課 ・行政評価に関する業務を行政
県民活動支援室 企画課に移管

東京事務所 ・生活環境部からＮＰＯ関連業
大阪事務所 務を、福祉保健部からボラン
福岡事務所 ティア関係業務の一部を移管

国際交流課 して県民活動支援室を設置
文化振興課 文化振興課 ・東京事務所を総務部から、大
広報広聴課 広報広聴課 阪・福岡事務所を商工労働観
統計調査課 統計調査課 光部から移管して一元的に管
推進課 推進課 理IT IT
水資源・土地対策局 ・ＩＴ推進課から電子県庁の業

務を行政企画課に移管
・水資源・土地対策局(エネル
ギー対策除く)を土木建築部

観光・地域振興局 に、エネルギー対策を生活環
地域振興監 境企画課に移管
景観自然監 ・観光と地域づくりを一体的に
観光交流監 推進する観光・地域振興局を
国際交流監 設置し、フラット化を試行

・商工労働観光部から観光振興
総合交通対策局 総合交通対策局 業務を、総務部から地域づく
国民体育大会準備室 り業務を、生活環境部から自

然保護温泉業務を、土木建築
部からまちづくり推進班の業
務を観光･地域振興局に移管
・国際交流課の業務を観光・地
域振興局に移管
・国民体育大会準備室を国民体
育大会･障害者スポーツ大会
局に移管

福祉保健部 福祉保健部
（部長1、企画調整次長1、次長1） （部長1、審議監1） ・福祉保健課のボランティアに

関する業務の一部を県民活動
福祉保健課 福祉保健企画課 支援室へ移管
保護・監査指導室 保護・監査指導室
医務薬事課 医務薬事課 ・看護科学大学を生活環境部に

県立看護科学大学 移管
健康対策課 健康対策課
高齢者福祉課 高齢者福祉課 ・障害福祉課の全国障害者スポ
国保医療室 国保医療室 ーツ大会業務を国民体育大会
子育て支援課 子育て支援課 ･障害者スポーツ大会局に移
障害福祉課 障害福祉課 管

・県立病院管理室、県立病院、
県立病院管理室 三重病院を県立病院管理局に

県立病院 移管
三重病院
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平成１５年度（現行） 平成１６年度（改革後） 改正内容等

・企画文化部からエネルギー対生活環境部 生活環境部
（部長1、企画調整次長1） （部長1、審議監2） 策業務を生活環境企画課へ移

管
生活環境課 生活環境企画課 ・生活環境課の自然保護温泉業

務を観光･域振興局へ、交通
安全推進業務を県民生活・男

青少年・男女共同参画課 県民生活・男女共同参画課 女共同参画課へ移管
青少年室 青少年・学事課 ・ＮＰＯ業務を県民活動支援室

私学振興室 へ移管
県立芸術文化短期大学 ・総務部から芸短大を、福祉保
県立看護科学大学 健部から看護大学を移管し、

公立大学法人化の検討を青少
年･学事課で実施
・青少年団体と青少年育成に関

食品安全・衛生課 食品安全・衛生課 する業務を教育委員会から青
環境管理課 環境保全課 少年･学事課に移管
廃棄物対策課 廃棄物対策課 ・総務部から私学振興業務を移
人権・同和対策課 人権・同和対策課 管し、私学振興室を設置

、危機管理監（次長級） ・廃棄物対策課の浄化槽業務を
消防防災課 消防防災課 環境管理課の生活排水処理施

設整備の企画調整に関する業
務を公園･生活排水課に移管

、・総務部から防衛施設関連業務
自衛官募集業務等を消防防災
課に移管

・商工労働観光部を商工労働部商工労働観光部 商工労働部
（部長1、企画調整次長1） （部長1、審議監1） に名称変更

・県民や企業の経済活動を支援
産業企画課 商工労働企画課 するため業務を効果的、効率
雇用対策室 経営金融支援室 的に推進する組織に変更

大阪事務所 ・中小企業に対する経営、金融
福岡事務所 面の総合的な支援を行うため

産業技術振興課 工業振興課 経営金融支援室を設置
産業技術開発室 ・大阪事務所、福岡事務所の所

管を企画振興部に移管
・技術研究開発の支援、産官学

商業・流通課 商業・サービス業振興課 連携、知的財産権戦略の横断
企業立地推進課 企業立地推進課 的実施のため、産業技術開発
観光振興課 室を設置
労政能力開発課 労政能力開発課 ・サービス産業の所管を明確に

雇用対策室 するため商業･サービス業振
興課に名称変更
・観光振興課を企画振興部に移
管

、農政部 農林水産部 ・農政部と林業水産部を統合し
（部長1、企画調整次長1、次長1） （部長1、審議監４） 農林水産部を設置

・ ひとづくり 「ものづくり」「 」
農政企画課 農林水産企画課 「むらづくり」に沿った組織
むらづくり推進室 技術管理室 再編、組織フラット化試行

研究普及課 ・農林水産の工事検査を土木建
築部工事検査室に移管

農業経済課 農山漁村支援課 ・農林水産の技術管理業務を技
営農指導課 担い手室 術管理室に一元化

金融共済室 ・担い手室に農林水の担い手の
団体指導室 総合窓口機能を付与

・農林水産の金融共済、団体検
農産課 農産振興課 査等の業務を一元化
流通園芸課 園芸振興室

安全流通室
畜産課 畜産振興課

衛生飼料室

耕地課 農村計画課 ・農道、林道等の総合調整機能
検査技術管理室 農地整備室 を建設政策課に移管
農村整備課 農村環境室 ・農業集落排水に関する業務を

公園・生活排水課に移管

（部長1、企画調整次長1）林業水産部

林政課 林務管理課
検査技術管理室
林業振興課 林業振興課
森林保全課 森林保全課

漁政課 漁業管理課
水産振興課 水産振興課 ・漁業集落排水に関する業務を
漁港課 漁港漁村整備課 公園･生活排水課に移管
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平成１５年度（現行） 平成１６年度（改革後） 改正内容等

土木建築部 土木建築部
（部長1、企画調整次長1、次長1） （部長1、審議監２） ・建設政策課に農道、林道等を

含む道路行政の企画調整機能
監理課 土木建築企画課 を付与
企画検査室 建設政策課 ・農政部、林業水産部の工事検

工事検査室 査を統合し、工事検査室を設
置

用地対策課 用地対策課
道路課 道路課
道路整備促進室 道路整備促進室 ・水資源･土地対策局の水資源
河川課 河川課 対策業務を河川課に、土地利
港湾課 港湾課 用を都市計画課に移管
砂防課 砂防課
都市計画課 都市計画課 ・都市計画課まちづくり業務を

観光･地域振興局に移管
公園下水道課 公園・生活排水課

・農業･漁業集落排水に関する
業務を農政部、林業水産部か
ら、合併処理浄化槽、生活排

全国都市緑化フェア準備室 水処理施設整備の企画調整に
建築住宅課 建築住宅課 関する業務を生活環境部から
施設整備課 施設整備課 移管し公園･生活排水課を設
高速道対策局 高速道対策局 置

・全国都市緑化フェア準備室の
廃止

・部並び局として設置県立病院管理局
（新設） （局長1、審議監１） ・地方公営企業法の全部適用移

県立病院 行までの臨時的組織
三重病院 ・病院改革に取り組むため、福

、祉保健部から県立病院管理室
県立病院、三重病院を移管

・部並び局として設置国民体育大会・障害者スポーツ大会局
（新設） （局長1、 審議監1） ・平成２０年度開催の国民体育

大会及び全国障害者スポーツ
大会後の残務整理が終了する
までの臨時的組織

総務企画課
・企画文化部から国民体育大会
準備業務を、福祉保健部から

競技力向上対策課 全国障害者スポーツ大会業務
を移管し、総務企画課を設置
・教育委員会から競技力向上業
務を移管し、競技力向上対策
課を設置

出納事務局 出納事務局
（局長） （局長） ・総務部から庁舎管理業務を用

度管財課に移管
会計課 会計課
用度管財課 用度管財課 ・未利用地の売却等を強力に推

県有財産利活用推進室 進するため県有財産利活用推
進室を設置

○ 部局数の増減

８部１局 → ７部３局 行革の観点から「部」の削減１，体制の強化のための臨時的な「局」の増加２

○ 課（局、室）の増減

６６ → ６２ 行革の観点から「課（局、室 」の削減４）

○ 課内室の増減

１０ → ２０ 意思決定の迅速化に向けたフラット化の試行及び県民にわかりやすい組織を目指し、

課内室の増加１０
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（教育庁）

平成１５年度（現行） 平成１６年度（改革後） 改正内容等

【組織数】 【組織数】
１０課５課内室(係 班 担当 43) ９課５課内室(係 班 担当 37)、 、 、 、
６教育事務所 ６教育事務所、

埋蔵文化財センター
(教育審議監の設置)

教育長 教育次長 教育長 教育 教育次長の職を教育審議監に審議監
教育次長 教育 改め、これまでの教育長の補佐審議監

、 、とともに 特命事項にも対応し
総務課 総務人事係､秘書係､ 総務課 総務人事係､秘書係､ 課・室横断的な行政課題などに

広報係､法務係 広報係､法務係 ついて、総括的な調整、処理を
担当する。

企画調整室 企画調整室
企画管理担当､ 企画管理担当､
市町村教育振興担当 市町村教育振興担当

(職員の厚生関係業務の一元化)教育事務所 教育事務所
(中津､別府､大分､佐伯､竹田､日田) (中津､別府､大分､佐伯､竹田､日田) 福利課福祉係を厚生係に変更。

体育保健課から県立学校職員の
理財課 財務管理係､助成係､ 理財課 財務管理係､助成係､ 健康管理業務を統合し、教育庁

施設管財係､技術係 施設管財係､技術係 職員と一体的に行う。
また、健康指導の面を強化す

福利課 管理係､ 福利課 管理係､ るため保健師を配置する。福祉係 厚生係

(義務教育課、高校教育課への
教職員第一課 義務教育課 再編)管理係､人事係､ 管理係､人事係､

企画免許係 企画免許係､義務教育係 学校教育指導と教職員人事の
一本化を図り、相互補完機能を

管理係､人事係､ 生徒指導推進室 高めるとともに、組織の簡素化教職員第二課
を図るため、教職員第一課、教給与企画班

特別支援教育推進室 職員第二課及び学校教育課を統
管理係､義務教育係､ 合再編する。学校教育課
高校教育係､産業教育係 管理係､人事係､高校教育課

(給与企画室の新設)高校教育係､産業教育係
教育企画推進室 義務教育課、高校教育課に共

教育企画推進室 通する教職員給与の企画・管理
生徒指導推進室 業務を一元的、機動的に行う。給与企画担当､

給与管理担当

給与企画室特別支援教育推進室

生涯学習課 管理係､企画振興係､ 生涯学習課 管理係､企画振興係､
生涯学習推進係､ 生涯学習推進係､
社会教育係 社会教育係

人権･同和教育課 管理係､ 人権･同和教育課 管理係､
指導調査係､ 指導調査係､

(埋蔵文化財センターの新設)人権教育推進班 人権教育推進班
文化課の分室(「文化財資料

文化課 管理係､教育文化係､ 文化課 管理係､教育文化係､ 室」)を地方機関として独立さ
文化財管理係､埋蔵文化財係､ 文化財管理係､埋蔵文化財係 せ、発掘調査業務の効率化を図

(文化財資料室) る。
発掘調査5担当 埋蔵文化財センター

(健康教育の推進)(調整､大型事業､一般事業､ 総務課､調査第一課
受託事業､資料管理) (大型事業担当､一般事業 学校保健係、学校給食係を健

担当)､調査第二課(受託 康教育係に統合し、児童生徒の
事業担当､資料管理担当) 保健、安全、食教育など健康教

育を推進する。
体育保健課 管理係､学校体育係､ 体育保健課 管理係､学校体育係､

(競技力向上対策業務等の移管)生涯スポーツ係､ 生涯スポーツ係､
国体開催準備と一体的に行う学校保健係､ 健康教育係
ため、業務を知事部局に移管す学校給食係
る。

)競技力向上対策室 (知事部局に移管

（委員会等の事務局）

平成１５年度（現行） 平成１６年度（改革後） 改正内容等

(総務課と調査課の統合)〔人事委員会事務局〕
事務局長 ､ 事務局長 ､ 新たな任用・給与制度等の導総務課 総務係 任用係 公務員課 総務審査担当

､ 入に向けた調査研究に対応する試験担当
ため、課の統合・係の再編によ任用給与班
り、組織をスリム化し、事務効調査課 給与審査担当
率を高める。

〔監査事務局〕
（特別監査担当の廃止）事務局長 第一課 庶務係､ 事務局長 第一課 庶務係､

､ 行政監査班､ 臨時監査を定例業務化するこ特別監査担当
行政監査班､ （スタッフ） とにあわせ、専任の組織を廃止
（スタッフ） する。

第二課 （スタッフ） 第二課 （スタッフ）




